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第１章 ZEB とは 
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1-1 ZEB の定義 

（１） ZEB の定義 

 ZEB とは Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼ばれ

ている。快適な室内環境を維持しつつ、建物で消費する年間の一次エネルギー量の収支をゼロにすること

を目指した建物のことである。経済産業省では次のとおり定義している。 

 

 

 

建物の中では人が活動しているため、エネルギー消費量を完全にゼロにすることはできないが、省エネ

ルギーによって消費するエネルギー量を減らし、太陽光発電などによる創エネルギーによって消費する分の

エネルギーを作ることによりエネルギー消費量の収支をゼロにすることができる。 

現在、ZEB のランクは用途や面積規模、エネルギー消費量の削減率に応じて『ZEB』、Nearly ZEB、

ZEB Ready、ZEB Oriented の 4 段階に分けられている。図.1-1 に ZEB のランクを示す。 

 

 

図.1-1 ZEB のランク 

  

従来建物の一次
エネルギー消費量

ZEB Oriented
(1万㎡以上の建物）

ZEB Ready Nearly ZEB 『 ZEB 』

0%

100%

ホテル・
病院など

事務所・
学校など

省エネで

30％以上減

省エネで

40％以上減

一次エネルギー
消費量

100％ 一次エネルギー
消費量

70％

省エネで

50％以上減

省エネ・創エネで

75％以上減

省エネ・創エネで

100％以上減

一次エネルギー
消費量

60％

創エネ

一次エネルギー
消費量

50％
一次エネルギー

消費量

25％

一次エネルギー
消費量

0％

省エネ:建物の高断熱化、高効率な設備の導入など効率よくエネルギーを使い消費量を抑えること
創エネ：太陽光発電パネルなどによりエネルギーを創ること

創エネ

先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制やパッシブ技術の採用による自然エネルギーの積

極的な活用、高効率な設備システムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネル

ギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、エネルギー自立度を極力高

め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物 
（出典：経済産業省資源エネルギー庁「ZEB ロードマップ検討委員会とりまとめ」 
（平成 27 年 12 月）） 
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（２） 計算・評価方法 

計算・評価は、建築物省エネ法で規定されたエネルギー消費性能の計算に基づき行う。エネルギー消費

性能の計算は、国立研究開発法人建築研究所から提供されている通称「WEB プログラム」を使用する。 

WEB プログラムでは、エネルギー消費性能の指標として BEI が用いられる。BEI は、建築物の設計一

次エネルギー消費量を、地域や建物用途などにより定められている基準一次エネルギー消費量で除した値

である。BEI が省エネルギー基準（平成 28 度基準）と比較してどの程度削減できているかによって ZEB

化(ZEB のランク)が評価される。 

 

(3) ZEB 化の具体的な手法 

図.1-2 に ZEB Ready での導入技術の例を示す。建築設備の中でも、空調設備と照明設備が一次エ

ネルギー消費量の多くを占める。空調設備は約 6 割、照明設備は約 3 割を占めている。また、建物の外皮

性能は空調に大きく関係している。ZEB 化には建物の外皮性能の向上など、空調・照明の一次エネルギー

消費量を削減する技術・取り組みを十分に検討することが不可欠である。 

 

 
図.1-2 ZEB Ready 実現への導入技術例 

出典：ZEB 設計ガイドラインをもとに作成 

0

300

600

900

1200

1500

基準相当 ZEB Ready

空調
（45～50％減）

換気
照明

（50～80％減）
給湯
昇降機

≪外皮性能の向上≫
・高性能断熱材、高断熱・高日射遮蔽型窓、庇・ブラインド、ルーバー、緑化

≪パッシブ利用≫
・自然通風システム、ソーラーチムニー、クールヒートトレンチ（地中熱利用）

建築仕様・導入技術例
（エネルギー消費計算プログラムで評価できない技術も含む）

≪熱源・冷却塔の高効率化≫
・高効率空調機、高効率熱源機器、蓄熱システム、中温水利用システム
台数制御、高効率冷却塔、インバータ制御、フリークーリング

≪ポンプの高効率化≫
・高効率空調用ポンプ、変流量制御、大温度差・小流量ポンプ

≪空調機の効率化・制御の高度化≫
・高効率パッケージ形空調、高効率空調機、全熱交換器、外気冷房シ
ステム、外気カット、外気冷房、変風量制御、ゼロエナジーバンド
制御、デシカント空調システム、ハイブリット空調システム、床吹出し
空調システム、赤外線アレイセンサによる人検知空調制御

≪機器の効率化≫
・高効率ファン、インバータ制御 省エネルギー型ファンベルト

≪制御の高度化≫
・温度制御、送風機制御、CO2濃度制御、人感センサーによる制御、
快適環境制御、赤外線アレイセンサによる人検知換気量制御

[MJ/m2年]

≪パッシブ利用≫
・自然採光システム、ライトシェルフ

≪機器の高効率化≫
・高効率照明（LED等）、インバータ安定器、高周波点灯型（Hf）照明器具

≪制御の高度化≫
・人感センサーによる在室検知制御、赤外線アレイセンサによる人検
知照明制御、昼光利用制御、明るさ感知による自動点滅制御、タ
イムスケジュール制御、初期照度補正制御、タスクアンビエント照明
システム、ゾーニング制御

・高効率給湯器（ヒートポンプ、潜熱回収型）、洗面器の自動水栓、
高断熱配管、便所洗面・湯沸室への局所給湯システムの導入

・可変電圧可変周波数制御、電力回生制御、群管理制御

全体の約6割を占める空調

・ 昼光を適切に取り入れる建築計画や技術の採用⇒照明一次エネルギー消費量の削減

全体の約3割を占める照明

・ 高断熱外皮や日射遮蔽技術の導入⇒建物内部の空調負荷を削減

・ 自然通風利用や高効率機器の導入⇒空調一次エネルギー消費量の削減
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● ZEB 化への設計プロセス 

ZEB 化に向けた設計プロセスにおいて、まずは計画地における気候特性や周辺環境を十分に把握・理

解した上で、断熱、日射遮蔽、自然通風利用、昼光利用といった建築計画的な手法（パッシブ手法）を最大

限に活用する。次に、建築設備の高度化（アクティブ手法）、再生可能エネルギーの導入を重ね合わせると

いったヒエラルキーアプローチの設計概念が重要である。運用段階では、さらなる検証や改善、すなわちエ

ネルギーマネジメントを実施する。その際にはエネルギーマネジメントを容易にする BEMS の導入が必要と

なる（図.1-3）。 
 

 
図.1-3 ZEB 実現に向けた設計プロセス 

 

ZEB 化へのアプローチとしては、年間の一次エネルギー消費量を 50％以上削減した上で、太陽光発電

等の創エネルギーによって、ZEB Ready から Nearly ZEB、『ZEB』へと段階的に ZEB のランクを上げ

ていく。設計段階では ZEB Ready であっても運用段階でのエネルギーマネジメント（改善）により、段階

的に Nearly ZEB、『ZEB』を目指すことも可能である。図.1-4 に ZEB 化へのアプローチを示す。 

 
図.1-4 ZEB 化へのアプローチ（イメージ） 

出典：経済産業省 ZEB ロードマップ検討委員会資料 

Step.1

建物の断熱

Step.2

空調の省エネ

Step.3

照明の省エネ

再生可能エネルギー（太陽光発電、地中熱、水素活用など）

Step.5

＋

・気象特性の把握

・使用目的の把握

・建物配置、方位

・自然エネルギーの

パッシブ利用（採光）など

・室の利用目的の把握

・高効率機器の採用

・搬送動力の低減

・自然エネルギーの

アクティブ利用など

・使用形態の把握

・センサー活用

・タスクアンビエント照明など

エネルギーマネジメント

（BEMS、運用後のチューニングなど）

Step.6

＋

Step.4

換気・給湯・昇降

機の省エネ

・高効率ファンの採用

・自動給湯栓の採用

・昇降機VVVF制御など
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● ZEB とウェルネス建築 

ZEB 化に際しては、ZEB の定義にあるように室内環境の質を維持することも重要な要素である。

働き方や感染症対策など生活様式が大きく変わりつつあり、建築物には、良質な環境を提供すること

に加え、そこで働く人の心身の調和と活力の向上を図り、最大限の能力を発揮できる場を確保するこ

とが求められている。従来の省エネルギー建築と呼ばれてきたものの中には、暑い寒い、明るい暗い

などを我慢して働くといった場面も見受けられた。建物利用者の健康性、快適性の維持・増進を支援

する建物の仕様、性能、取組みを評価するツールとしては CASBEE-ウェルネスオフィス評価（以下、

「CASBEE-WO 評価」という。）があり、建築物の性能が総合的かつ定量的に検証可能となった。 
 

CASBEE-WO 評価：キャスビーウェルネスオフィス評価 

建築・環境・設備の仕様・性能、ビル管理、健康サービスなどを 60個の評価項目で総合的に評価

できるものであり、以下の性能を 1～５で採点する。 

１、健康性・快適性（空間、内装、音、光、熱、空気、リフレッシュ、運動） 

２、利便性（移動空間、コミュニケーション、情報通信） 

３、安全性（災害対応 BCP、有害物質対策、水質確保、防犯） 

４、運用管理（維持保全計画、維持管理状況、満足度） 

５、プログラム（健康管理、運動機械提供、地域連携など） 

評価結果は、以下の 5 段階で評価される（表.1-1）。 

表.1-1 CASBEE-WO の評価ランク 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価 総合得点 備考
S ランク︓★★★★★ すばらしい >７５点 平均評価でレベル４超
A ランク︓★★★★ 大変良い ≧６５点
B＋ ランク︓★★★ 良い ≧５０点 平均評価でレベル３以上
B－ ランク︓★★ やや劣る ≧４０点
C ランク︓★ 劣る <４０点

ランク
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（４） ZEB の特性 

● 認証 ZEB と運用 ZEB 

現状、ZEB と呼ばれているものには「認証 ZEB」と「運用 ZEB」の２種類がある。 

「認証 ZEB」とは、一般社団法人住宅性能評価・表示協会によって登録された第三者機関において

BELS 評価認証を受けたものである。認証を受けるためには、建築研究所が提供している WEB プログラ

ムを用いて建築物のエネルギー消費性能を算出する必要がある。 

「運用 ZEB」とは、竣工後（運用段階）の実測により得られた一次エネルギー消費量によって判断される

ものである。それぞれ対象となる技術や評価方法などが異なるため、建築物を ZEB 化する際には、初期の

段階に関係者間で目指すべき ZEB 化の共通認識が必要である。表.1-2 に「認証 ZEB」と「運用 ZEB」の

違いを示す。 

 

表.1-2 認証 ZEB と運用 ZEB の違い 

 

 

 

 

 

 

概念図

ZEBの判定時期

計算方法

判定方法

評価対象技術

対象となる
エネルギー削減項目

問題点

WEBプログラムによって評価可能な
省エネルギー技術に限る

運用データから判断されるため、
すべての省エネルギー技術が対象となる

WEBプログラムで規定された項目
（空調、照明、換気、給湯、昇降機など）

建物の運用に必要となるすべてのエネルギー

・評価対象となる技術が限られる ・公的な評価書などがないため認知度が低い

建築物省エネ法に基づくWEBプログラムによって
省エネルギー計算を行う

運用時の実際の一次エネルギー消費量による

第三者機関によって審査、認証が行われ、
認定書が発行される

公式な認証方法はなく、建物関係者などが
実運用データから評価する

・設計段階で認証された場合、運用段階で効果の検証が
  されないことが多い

・比較対象となる省エネルギー計算の基準と
  評価項目が異なる
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● 未評価技術への対応 

WEB プログラムでは、省エネルギーに効果的な技術ではあるものの計算(評価)の対象外となる技術が

数多く存在する。導入した場合に実運用において ZEB 化に寄与する、より先進的な取り組みなども存在す

るが、それらも計算対象外となっている。公益社団法人空気調和・衛生工学会が公表している未評価技術

15 項目を図.1-5 に示す。 

 

 

図.1-5 未評価技術 15 項目 

出典：経済産業省 ZEB 実証事業資料をもとに作成 
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● 従来設計と ZEB 設計の違い 

近年、ZEB という言葉が認知されつつあるが、これまでも建物の省エネルギー化については設計段階か

ら重要視されていた。図.1-2 の ZEB Ready での導入技術の例には、これまでの設計（従来設計）におい

ても採用された技術が多数含まれており、採用されている技術には大きな差はない。 

従来設計と ZEB 化を目指す設計（ZEB 設計）との違いとして、ZEB 化への意識が異なることが挙げら

れる。ZEB 化には、設計当初から建築・設備・構造が ZEB 化に向けて十分に検討し、工夫することが求め

られる。 

表.1-3 に従来設計と ZEB 設計の違いを示す。 
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表.1-3 従来設計と ZEB 設計の違い（参考） 

 

  

従来設計 ZEB設計

〇一般的な省エネ技術（躯体の断熱化、LED照明、全熱
交換器など）は使用するが、具体的な省エネルギー性能
の目標などは定めていないことが多い

〇関係者全体でZEBを目指すことを認識し、具体的な省エネル
ギー性能の目標値を定める
〇ZEBを達成した類似物件の調査などにより、計画を進めるう
えで、どのようなZEB技術が必要となるかを調査、検討する

〇特になし 〇設計段階で、省エネルギー性能の数値の概算値を算出する

〇BEI≦1.0を達成を目指す
〇BEI≦0.5以上の達成を目指し、達成できていない場合は設
計へのフィードバックを行い再計算を行う

負荷を元から断つ
+ウェルネス

〇眺望性や開放性を考慮して計画する、BPIの目標値な
どはないことが多い

〇眺望性や開放性を確保しながらも、ZEB実現のために負荷を
小さくする建築計画を行う

屋根 〇押出法ポリスチレンフォーム保温板50㎜相当 〇押出法ポリスチレンフォーム保温板100㎜相当

外壁 〇押出法ポリスチレンフォーム保温板25～50㎜相当 〇硬質ウレタンフォームA種75㎜相当

窓ガラス
〇単板ガラス、複層ガラス、Low-E複層ガラス
（熱貫流率2.6程度）

〇Low-E複層ガラス（熱貫流率1.6～2.6程度）

サッシ 〇アルミサッシュ 〇アルミサッシュ、断熱サッシュ

日射遮蔽 〇ブラインドや庇の設置
〇ブラインドや庇、ルーバーの設置、シミュレーションなどにより
日射の影響を検討する

〇建物利用者の判断により開閉

〇自然換気判断に必要な状態を計測し、自然換気が有効な状態
を判断する
（自然換気有効ランプ表示なども実施）
〇自然換気に加えて換気ファンを補助的に使用し、自然換気効
率を向上させる

〇計画地の気候条件に応じて採用する
〇計画地の気候条件に応じて採用する
〇採用規模はZEBへの貢献度合いやコストメリットに応じて調
整を行う

空冷モジュールチラー：
　負荷に応じた能力の機器を採用
吸収式冷凍機：標準タイプ、高効率タイプ
EHP：高効率タイプ
GHP：標準タイプ

空冷モジュールチラー：
　台数の細分化、高COP（散水仕様）の機器を採用
吸収式冷凍機：高効率タイプ
EHP：高効率タイプ、ハイグレードタイプ
GHP：標準タイプ

〇台数制御
〇流量制御：吐出圧一定となるようにINVを制御

〇台数制御
〇流量制御：空調機のバルブ開度を考慮しINVを制御

〇空調ゾーニングごとに設置する
〇より細かい空調ゾーニングとし、搬送動力低減のため空調機
を分散化する
〇インバーターの採用

〇CO2濃度制御
〇CO2濃度制御

〇人数検知制御

〇基本的に採用 〇全面的に採用

〇基本的に採用 〇中温度域送水温度の採用

〇原則として採用しない
〇快適性向上を図りながら、輻射の効果により室内設計温度を
下げるなど熱源のダウンサイジングを図る

〇LED照明
〇在室検知制御
〇タイムスケジュール制御

〇LED照明
〇在室検知制御
〇タイムスケジュール制御
〇初期照度補正制御
〇明るさ検知制御

〇原則として採用しない
（採用した場合であっても照度の緩和など細かい検討を
行わない）

〇タスクアンビエント照明の採用により、室内の照度を緩和し、
消費電力を低減させる

〇高効率ファンの採用
〇高効率ファンの採用
〇搬送動力低減のため、ルートを最短化
〇インバーターの採用

〇基本的に採用
〇小部屋などは設置しないこともある

〇基本的にすべての部屋で採用
〇搬送動力低減のため、ルートを最短化

〇スケジュール、人感センサー制御（トイレなど）
〇スケジュール、人感センサー制御（トイレなど）
〇温度制御（電気室、機械室）

給湯
（厨房など多量の給湯

を要する室）
〇潜熱回収型給湯器の採用

〇潜熱回収型給湯、ヒートポンプ給湯器の採用
〇太陽熱の給湯利用

再生可能エネルギー 〇費用対効果により、必要分を敷設 〇Nearly ZEB、ZEB（ネットゼロ）を満たす発電量を敷設太陽光発電システム

輻射冷暖房、
潜顕熱分離型空調機

照明

照明、照明制御

タスクアンビエント照明

換気

換気ファン

全熱交換器

換気制御

自然換気

太陽熱、自然採光、
地中熱利用、雨水利用

アクティブ手法

空調

熱源機器

ポンプ制御

空調機

外気量制御

送風量（VAV）制御

大温度差空調システム

パッシブ手法

建築計画

負荷を元から断つ 断熱仕様

自然の恵みを活かす

給湯器
再生可能エネルギー

エネルギー
マネジメント

省エネ（ZEB）に対する意識

一次エネルギー消費量の検討

省エネルギー計算
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● 大規模建築物（10，000 ㎡以上）における課題 

ZEB 化に係る補助金の一つである「ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業」は、年々申請件数が増加し

ており、ZEB は着実に増えている。 

一方、一般社団法人住宅性能評価・表示協会が公表している BELS の認証事例を見ると、延床面積が

大きくなると ZEB の事例は少なくなり、特に 10,000 ㎡以上では ZEB（ZEB Ready 以上）の事例が少

ない（図.1-6）。 

原因として、大きな平面であるがゆえに、パッシブ技術で光・風を室内中心部まで導くことが難しくなるこ

とや、空調等の熱搬送用エネルギー消費量（ファン・ポンプなど）が大きくなること、必要諸室の用途・数が多

いことため室内環境の質を維持・向上させる設備の数が増え、設備全体を最適化する技術的なハードルが

高くなることが挙げられる。 

 

 

図.1-6 BELS 認証事例における延べ面積と BEI の関係 

出典：経済産業省 ZEB ロードマップ検討委員会資料 

 

（5）エネルギーマネジメントの実施 

● エネルギーマネジメントとは 

エネルギーマネジメントとは、建物の使われ方の変化（想定とのズレ）に合わせて環境・設備システムを調

整し、建物の省エネルギーを促進することである。建物の負荷特性（エネルギー消費特性）、環境・設備シス

テムの運転･運用状況の定量データ（BEMS データ）等を見える化・分析して改善することで、より一層の省

エネルギー（運転）を実現することができる。 

  



 

32 
 

 

● 運用段階での省エネルギー検証の必要性 

同じ設備システム・機器を使用したとしても、設備の運用状況は建物利用者の使い方や屋外条件によっ

て大きく異なる。また、竣工時の建物（設備システム）は、あくまで設計条件から算出したピーク負荷に準拠

した運転パターンが設定されており、竣工時の調整のままでそれ以降も運転されている場合が多い。その

ため、運用段階で性能を確認し、設備システムが適切に性能を発揮するように運転データの分析・評価・調

整を行うエネルギーマネジメントが必要である（図.1-7）。 

特に ZEB 化する場合には、設備システムだけではなく、外皮なども含めて多面的に性能向上を実現する

必要があるため、企画・設計・施工・引き渡し・運用の各段階で、要求性能の明文化、要求性能を達成する

記録の文書化、さらに関係者間でそれらを共有するといった一連のプロセスの実施が望ましい。 

 

 

図.1-7 エネルギーマネジメントの概要 

 

エネルギーマネジメントは、対象建物の設計意図、環境･設備システムの内容、運用･運転の状況等を最

も理解･把握している設計者（設計事務所など）が主体となり、運転管理者･施工者・空調機器メーカー･制

御メーカーなどと協働して実施することが最も高い効果が得られる。図.1-8 にエネルギーマネジメントの流

れを示す。 

 

 

図.1-8 エネルギーマネジメントの流れ 

  

設計条件によるピーク負荷

を想定した設定･運転

設計仕様(意図)通りの

性能･挙動を発揮する

建物のもつ特性、利用者の要求などに

合わせた省エネルギー運転を実現する

性能確認・調整 さらなる省エネルギーを目的とした調整

エネルギーマネジメント

① 竣工時点 ② 運用段階(初期) ③ 運用段階(安定期)
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1-２ 建築物の脱炭素化に向けた取り組み 

（１） 日本のエネルギー消費の現状 

日本のエネルギー消費量の推移を図.1-9 に示す。民生部門（業務・家庭）が全エネルギーの 31％を占

めており、その中でも事務所や商業施設などの建築物である業務その他部門（建築物含む）の占める割合

は、17.4％（※）にのぼる。1970 年代の石油危機以降からみると、特に業務部門はエネルギー消費の増加

率が 2.1 倍と最も大きくなっており、産業・運輸部門と比較して増加が顕著である。 

国内のエネルギー供給は依然として石油、石炭、天然ガスといった化石エネルギーに依存しているが、東

日本大震災における電力需給の逼迫や、国際情勢の変化によるエネルギー価格の不安定化などを受けて、

再生可能エネルギーなどを積極的に利用し、建築物のエネルギーを自立させる必要性が強く認識されてい

る。 

 

 
図.1-9 日本のエネルギー消費量の推移 

出典：経済産業省 エネルギー白書 2021 をもとに作成 

 

※：地球温暖化対策計画（令和 3 年 10 月 22 日閣議決定）より 
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（２） 脱炭素に向けた国内の動向 

1979 年に公布された「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）を皮切りに、地球温暖化・

気候変動の法令整備や取り組みが進められてきた（表.1-4）。 

2020 年 10 月の臨時国会で菅前内閣総理大臣が「2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現

を目指す」ことを宣言した。さらに、菅前内閣総理大臣は 2021 年 4 月に開催された米国主催の気候サミッ

トで、中期目標として 2030 年までに温室効果ガス 46％削減（2013 年度比）を目指すことを公表してい

る。 

 
表.1-4 地球温暖化をめぐる国内外の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1973

1979

エネルギーの使用の合理化等に関する法律
（省エネ法） 1979.10
オイルショックを契機として、工場、輸送機関等においてエネルギーを
効率的に利用していく目的で制定

1997 COP3にて京都議定書を採択

地球温暖化対策の推進に関する法律
（温対法） 1999.04
京都議定書を受け、地球温暖化対策を国・地方自治体・事業者・国民が
一体となって取り組んでいくために制定

2008.07 G8洞爺湖サミット　IEAによるZEB導入目標設定の勧告

東日本大震災 2011.03

都市の低炭素化の促進に関する法律
（エコまち法） 2012.12
東日本大震災を契機として、都市の低炭素化の促進を図り、
都市の健全な発展に寄与することを目的に制定

エネルギー基本計画 2014.08
「2020年度までに新築公共建築物等で、2030年までに新築建築物
の平均でZEBを実現することを目指す」という政策目標が盛り込まれ
た

経済産業省によるZEBロードマップの策定、ZEBのグレードを定義 2015.12 2015.12 パリ協定

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
（建築物省エネ法） 2017.04
東日本大震災以降、建築部門のエネルギー消費量は著しく増加して
おり、省エネルギー対策の抜本的な強化が必要であるとの考えから
建築物のエネルギー消費性能の向上を目的に制定

2050年までに温室効果ガス80％削減を閣議決定
（パリ協定に基づく長期戦略策定の閣議決定） 2019.06

2030年度目標26％削減　（2013年比）
（パリ協定に基づく日本のNDC（国が決定する貢献）） 2020.03

2050年カーボンニュートラル宣言
（菅前内閣総理大臣所信表明演説） 2020.10

2030年度目標46％削減　（2013年比）
（気候サミットにて菅前首相が日本のNDCの更新を宣言） 2021.04

脱炭素ロードマップの決定 2021.06

2021.10 COP26開催

先進国・途上国を含むすべての主要排出国が対象となり、
温室効果ガスを削減・抑制する目標を合意
・日本　2013年比で26％削減⇒46％に更新
・米国　2005年比で26～28％削減⇒50～52％に更新
・EU　  1990年比で40％削減⇒55％に更新

IEA（国際エネルギー機関）によりG8各国に対し、ZEBの導入目標の
設定、
市場の拡大措置の実施を勧告

先進国が2008～2012年で6つの温室効果ガスを削減する数値目
標と期間を合意
・日本　1990年比で6％削減
・米国　1990年比で7％削減
・EU　  1990年比で8％削減

国内 世界

オイルショック
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● 省エネルギー関連法令・施策 

住宅・建築物のエネルギー消費量を削減するため、「建築物の省エネルギー消費性能の向上に関する法

律」（以下、建築物省エネ法）の施行や、BELS、ZEB などエネルギー消費性能の表示に関わるラベリング

制度の導入、補助金制度の拡充など、国による積極的な取り組みが行われている。国内の主な省エネルギ

ー関連施策を表.1-5 に示す。 

 

表.1-5 国内の省エネルギー関連法令・施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

  

内容 施行年

地球温暖化対策の推進に関する法律
（温対法）

・京都議定書を受け、地球温暖化対策への取り組みとして制定
・温室効果ガスの排出量に対する報告義務や排出量抑制等について規定
・パリ協定および2050年カーボンニュートラル宣言を受け、脱炭素化に向けた取組の促進を図る

1999.04

エネルギーの使用の合理化等に関する法律
（省エネ法）

・オイルショックを契機に、工場、輸送機関におけるエネルギーの効率化を目的として制定

・300m2以上の新築建築物などの「省エネ措置の届出」、
　住宅事業建築主が新築する戸建住宅に　対する「住宅トップランナー制度」
・現在建築分野は「建築物省エネ法」へ移行

1979.10

都市の低炭素化の促進に関する法律
（エコまち法）

・東日本大震災を契機とするエネルギー需要の変化などを踏まえ、
　都市の低炭素化の促進や都市の健全な発展に寄与することを目的として制定
・都市の低炭素化の促進に関する基本的な方針の策定について定めるとともに、
　市町村による低炭素まちづくり計画の作成及びこれに基づく特別の措置等を講ずる

2012.12

建築物のエネルギー消費性能の向上に関す
る法律
（建築物省エネ法）

・東日本大震災以降の日本国内のエネルギー需給のひっ迫を受け、増加を続ける建築分野の
　エネルギー消費量への対策として、一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能基準への
　適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計画の認定制度の創設などの措置等を講ずる

2015.07

ZEBプランナー登録制度の普及

・ZEB実現に向けたオーナーへの働きかけを積極的に行う設計会社、設計施工会社、
　コンサルティング企業などをZEBプランナーとして登録し、広く公表することで優秀
　なZEBプランナーの普及促進を図る
・2017年度以降のZEB実証事業では、建物用途によりZEBプランナーが関与する
　ZEB実証事業であることが補助金申請の要件となる

2017.創設

ZEBリーディング・オーナー登録制度の普及

・ZEBの実現・普及に取り組む建築主をZEBリーディング・オーナーにとして登録し、
　広く公表することによってZEBの普及促進を図る
・2017年度以降のZEB実証事業では、補助事業として、認定された後、補助事業者は
　事業完了までに、ZEBリーディングオーナーに登録完了することが要件となる

2017.創設

ZEBパンフレット/設計ガイドラインの普及
・施主向けのパンフレット、設計実務者向けの設計ガイドラインを作成することにより、
　ZEBのさらなる認知向上・ノウハウの浸透を目指す

2016.発表

ラベリング制度の導入
・省エネ性能の高い建築物の普及促進を図るために、様々な環境性能に関する
　ラベリング制度や認定制度を普及する
・BELS、CASBEE、CASBEEウェルネスオフィス、LEED、WELLなど

-

法令・施策

法令

施策
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● 建築物におけるエネルギー消費性能の基準 

国による取り組みの中でも、建築物を設計する際のエネルギー消費性能の基準として制定されたのが

2015 年に制定され、2016 年より段階的に施行された建築物省エネ法である。2017 年には「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律」により一定規模以上の建築物の新設・増

改築を行う際には適合義務や届出などの規制措置が義務化された。 

建築物省エネ法の改正概要を図.1-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.1-10 建築物省エネ法の改正概要 

出典：国土交通省の公開データをもとに作成 

  

2017 2019 2021 2025

建築物省エネ法 建築物省エネ法　改正① 建築物省エネ法　改正② 建築物省エネ法　改正③

非住宅 適合義務 適合義務 適合義務 適合義務

住宅 届出義務
届出義務

所管行政庁の
審査手続を合理化

届出義務
所管行政庁の

審査手続を合理化
適合義務

非住宅 適合義務 適合義務

住宅

届出義務
所管行政庁の

審査手続を合理化
適合義務

非住宅 努力義務 努力義務 説明義務 適合義務

住宅
努力義務

トップランナー制度

努力義務
トップランナー制度の

対象の拡大

説明義務
トップランナー制度の

対象の拡大
適合義務

○適合義務・・・省エネ適合性判定、建築確認、完了検査が必要であり、基準適合していない場合は、建築着工や建物使用ができない

○届出義務・・・着工２１日前までに所管行政庁への届出が必要

○説明義務・・・設計に際し、建築士から建築主に書面で省エネ基準への適否等の説明を行うことが必要（行政手続きは不要）

大規模

（2,000㎡以上）
届出義務

中規模

（３００㎡以上
2,000㎡未満）

届出義務 届出義務
届出義務

所管行政庁の
審査手続を合理化

小規模

（300㎡未満）
努力義務

省エネ法
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（３） 福島県におけるエネルギー施策 

福島県（以下、県）は、東日本大震災に伴う原子力災害の被災県であることから、復興に向けて「原子力

に依存しない安全・ 安心で持続的に発展可能な社会づくり」を基本理念に掲げている。2040 年頃を目途

に県内エネルギー需要の 100％相当以上の再生可能エネルギーを生み出すことを目標とし、名実ともに

「再生可能エネルギー先駆けの地」を実現するための施策を進めている。 

県の省エネルギー関連施策を表.1-6 に示す。 

 
表.1-6 福島県内の省エネルギー関連法令・施策 

 

出典：福島県の公開データをもとに作成 

  

施策 対象 目標 内容 施行年 改正年

ふくしまエコオフィス実践計画
事務事業による温室効果ガス排出量を2013年度比で
20３0年度までに50％削減

県は、一事業者、一消費者の立場から、事務の執行等において
率先して環境負荷低減の取組を推進を図る

1997.03 2021.12

福島県地球温暖化対策推進計画
温室効果ガス2013年度比
2030年度　50％削減
2030年度　75％削減

指針に基づいたエネルギー消費量を削減する県有建築物の整
備を進める

2017.03 2021.11

福島県再生可能エネルギー
推進ビジョン

環境負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換を重点施策と
し、再生可能エネルギーの導入推進を加速させる

2012.03 2021.12

再生可能エネルギー先駆けの地
アクションプラン

県内公共施設
への率先的導

入

福島県を名実ともに再生可能エネルギー「先駆けの地」と
するため再生可能エネルギーの飛躍的な推進を図る

2013.02
2019.03
（第3期）

ふくしまの未来を拓く
県土づくりプラン

県内全域
・自然エネルギー利用により地球温暖化対策を推進
・環境に配慮した建物づくりを推進・誘導

避難されている方々の安定した生活を一日でも早く取り戻す
とともに県土の復旧・復興に最優先で取り組むため、
これからの県土づくりの方向性を示す

2013.03 -

福島県環境共生建築計画
・設計指針

県有建築物

・自然環境の活用・保持
・省エネルギー
・3R(リデュース・リユース・リサイクル)
・長寿命化
・エコマテリアル

環境に対する県有建築物の整備に必要な技術の体系化と県有
建築物に係る環境負荷の評価・分析を行うツールを作成する

2006.09 -

福島議定書 県内事業所
・省エネルギー
・建物への遮熱施工
・プラスチックごみ対策

県内事業所の自主的な地球温暖化対策を推進する 2008 年度ごとに更新

福島県再エネ・省エネ推進建築物
設計ガイドライン

県有建築物

・多様化した再生可能エネルギー、省エネルギーの検討、
　設計に係る労力の低減を図る
・発注者側から具体的な目標を示し、本ガイドラインをもとに
様々な技術を選択肢として、検討・設計プロセスを進める

本ガイドラインを活用し、建築物へ再生可能エネルギーや
省エネルギーの普及を図ることで、建築部門全体の
エネルギー消費量を削減する

2017.06 2017.06

福島県循環型社会形成推進計画 県有建築物

・既存県有建築物については、環境性能診断を実施し、
　建築物から排出されるＣＯ２排出量の削減
・環境影響評価条例に基づき、大規模な事業を実施する
　場合に適切な環境保全を図る

・新築時における環境負荷の低減はもとより、既存建物の
　環境性能を向上させるために環境性能診断を実施し、
　運用面と改修面の提案を行う
・調査設計段階における工夫や工事施工時の自然循環へ
　の配慮の取り組み

2017.03 2021.11

県内全体

一次エネルギーにおける
再生可能エネルギーの割合
2020年度　40.2％
2030年度　70％
2040年度　100％
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● 県内再生可能エネルギーの導入実績 

福島県は全国で 3 番目の面積を有し、太平洋沿いから広大な山地帯までの自然豊かな県土を有するた

め太陽光、風力、地熱などの再生可能エネルギー利用の好適地と考えられる。「福島県再生可能エネルギ

ー推進ビジョン」では、県内の再生可能エネルギー導入目標を掲げている。2020 年度の導入実績は当初

の目標である 40％を超えて 43.4％を達成している。 

県内の再生可能エネルギーの導入実績を図.1-11 に示す。 

 

 
図.1-11 県内再生可能エネルギーの導入実績 

 
また、「水素」は脱炭素社会の実現に向けて注目されている新たなエネルギー源である。県では、浪江町

において NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）と連携・協力し、再生可能エ

ネルギー由来水素の活用及び再生可能エネルギー導入の推進・研究開発を行っている。 

  



 

39 
 

● 脱炭素社会実現へ向けた県有建築物への取り組み 

建築分野での取り組みとしては、「福島県再エネ・省エネ推進建築物整備指針」（2017 年 5 月）（以下、

指針）を策定し、建築物の整備における再生可能エネルギーの導入拡大とエネルギー効率利用について目

標値を定めている。 

また、「福島県再エネ・省エネ推進建築物設計ガイドライン」（2018 年 6 月）（以下、再エネ・省エネガイド

ライン）では、設計プロセスの中で「指針」の数値目標を達成するための導入技術を検討できるよう、エネル

ギー消費性能向上につながる省エネルギー建材や設備システム、再生可能エネルギー設備の特徴を整理

している。 

県では、「指針」や「再エネ・省エネガイドライン」の活用により、2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社

会実現のため、さらなる建築物の省エネルギーと ZEB 化を推進している。  

現在、県内に存在する県有建築物は庁舎や学校が主な用途である。それらの年間 CO2 排出量は、

2018 年時点で 38,000t CO2 であり、図.1-12 に示す通り、県全体の総 CO2排出量の 0.2％にあたる。

県有建築物を ZEB 化した場合、削減できる CO2 排出量は 0.2％と全体としては大きな影響ではないが、

行政として目標を定め着実に達成していくことで、民間建築への波及効果や県民の省エネルギーに対する

啓蒙につながる重要な役割を果たすと考えられる。 

 

 

図.1-12 福島県の CO2 排出量 

出典：福島県環境共生課「福島県における 2017 年度の温室効果ガス排出量について」 

および 2020 年度「エコオフィスデータ」をもとに作成 

  

民生業務部門
(公共建築)

0.2%
『ZEB』化により

削減できる排出量

民生業務部門
(民間建築)

18%

産業部門
33%

運輸部門
25%

民生家庭部門
20%

廃棄物部門
4%
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1-3 ZEB 化の動向 

(1) ZEB 化の推進 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 5 次評価報告書では、2010 年の建築分野のエネルギー消

費量は全体のエネルギー消費量の 32％を占めており、省エネ等の対策を講じなければ、2050 年までに

建築分野のエネルギー消費量は約 2 倍になると予想されている。 

2021年に閣議決定された「地球温暖化対策計画」では、2030年に目指すべき姿として、新築建築物の

平均については ZEB 基準の水準の性能が確保されていることを目指している。 

ZEB 化の現状と課題や対応策の方向性について検討することを目的に経済産業省資源エネルギー庁

が「ZEB ロードマップ検討委員会」を設置した。検討委員会では、2015 年に ZEB 実現･普及に向けたロ

ードマップを公表している（図.1-13）。 
 

 

図.1-13 ZEB 実現・普及に向けたロードマップ 

出展：ZEB ロードマップ検討委員会資料 
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● ZEB 化によってもたらされる効果 

世界的に脱炭素社会へ向けた動きが加速していく中で、建築物の ZEB 化は必須となっている。ZEB 化

による効果はエネルギー消費性能の向上による光熱費及び温室効果ガス排出量の削減が挙げられるが、

それ以外の効果として次の 3 つが挙げられる。 

① 快適性、生産性及びウェルネスの向上 

自然換気、自然採光など自然エネルギーの適切な利用や建築物の断熱性能の向上による省エネルギ

ーを実現しつつ、不快感の低減などにより、快適性、生産性及びウェルネスを向上させることができる。 

なお、建築物のウェルネスを評価するツールとして「CASBEE ウェルネスオフィス」(P.28 参照)があ

る。P.65 の評価項目一覧を用いて、ウェルネス向上のポイントとなる取組を把握することが有効である。 

② 事業継続性（ＢＣＰ）の向上 

ZEB 化を実現することで、災害時においても少ないエネルギー消費量で建築物の運用が可能となり、

さらに太陽光発電設備や蓄電池等を導入することにより一定のエネルギーを自給自足することができる。 

③ 不動産価値の向上 

近年、SDGs や ESG 投資といった企業の環境配慮活動を評価する機運が高まっている。ESG 投資

において企業の評価がその価値(株価等)につながっていくように、建築物のエネルギー消費性能などに

関する認証が建築物の価値につながっている。 

ZEB ロードマップフォロー委員会「ZEB 設計ガイドライン【ZEB Ready・中規模事務所編】」による

と、環境認証を取得しているビルは新規成約賃料にプラスの影響を与えるとの調査結果が報告されて

いる。 
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(2) ZEB 化改修をめぐる動向 

2018 年度の国内における非住宅の新規着工延べ床面積は 8300 万㎡と報告されている。非住宅の既

存建築物の総延べ床面積は 20 億㎡弱と、新築着工延べ床面積の約 24 倍である。脱炭素社会の実現に

向けては、既存建築物への対応（ZEB 化改修）が非常に重要と考えられる。 

 

● 既存建築物に対する国の方針 

国土交通省等が開催した「第 6 回脱炭素に向けた住宅建築物の省エネ対策などのあり方検討会」が、 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて発表した諮問案では、既存建築物に対して省エネルギー化

に向けた具体的な数値は示されていないものの、次のとおり省エネルギー改修の対策について言及されて

おり、省エネルギー改修のさらなる強化が求められている。 

 

〇既存ストック対策としての省エネ改修のあり方・進め方 

 ・国・地方自治体等の建築物・住宅の計画的な省エネ改修の促進 

 ・耐震改修と合わせた省エネ改修の促進や建替えの誘導 

 ・窓改修や部分断熱改修等の省エネ改修の促進 

 ・地方自治体と連携した省エネ改修に対する支援を継続・拡充 等 

 

● ZEB 化改修の問題点と対応策 

既存建築物の ZEB 化改修の問題点として、新築に比べて施工面での制約が大きく、費用に対して得ら

れる効果が小さいことがあげられる。 

しかしながら、現状のエネルギー消費量の傾向、建物の（熱的）弱点などを把握・分析した上で、一般に汎

用されている技術を積み重ね ZEB 化を実現している事例も存在する。まずは、ZEB 化に向けた各種技術

の導入可能性を調査することが必要である。その上で、ZEB 化を行うことが難しい場合には、段階的に省

エネルギー改修を進め、将来的に ZEB 化を目指すことが望ましい。 

国では施設の防災と低炭素化を目的とした補助金事業も行っており、これらを活用することでイニシャル

コストの低減につなげることができる。 
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(3) 公共建築物における ZEB 化の現状 

● 公共建築物の ZEB 化の推移 

国が定めるエネルギー政策の基本方針である「エネルギー基本計画」では、建築物・住宅の省エ

ネルギー化に係る目標を示している。図.1-14 に「エネルギー基本計画」における建築物の省エネ

ルギー化に向けた取り組みを示す。 

 

 

図.1-14 エネルギー基本計画における建築部門での取り組み 

 

第 4 次・第 5 次エネルギー基本計画では、「建築物については、2020 年までに新築公共建築物などで、

2030 年までに新築建築物の平均で ZEB の実現を目指す」とする政策目標が掲げられた。この影響もあ

り、2021 年度の ZEB の認定件数は 724 件と、2016 年度の 31 件から大幅に増加している（図.1-15）。 

 

 
図.1-15 BELS の ZEB 認定件数の推移 

出典：BELS 公開データをもとに作成 

  

2014年 第4次エネルギー基本計画

2018年 第5次エネルギー基本計画

・ 2020年までに国を含めた新築公共建築物等で、2030年までに新築建築物の平均で

ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の実現を目指す

・ 2020年までに新築住宅、建築物について段階的な省エネルギー基準への適合義務化

2020年 第6次エネルギー基本計画

・ 2030年に向けて建築物省エネ法による省エネ基準適合義務化と基準の引き上げ

・ 2050年に住宅・建築物のストック平均でZEH、ZEB基準の水準の省エネルギー性能確保

・ 建材、機器トップランナーの引き上げ、など
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また ZEB の実証事業などを行っている環境共創イニシアチブ(Sustainable open Innovation 

Initiative：以下、SII)の公開データ（2021 年 11 月までのデータの集計結果）によると、ZEB の内訳は

新築 210 件、改修・既存建築物 172 件となっている（図.1-16）。 

 

図.1-16 ZEB の内訳(SII 公開データ) 

出典：SII 公開データをもとに作成 

 
第 4 次エネルギー基本計画に定められた「2020 年までに新築公共建築物の平均で ZEB を実現する

ことを目指す」という 2020 年目標の達成状況を表.1-7 に示す。用途と規模に関わらず ZEB 実績があ

り、目標に向かって進みつつある。 

 

表.1-7 2020 年目標達成状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：環境省補助事例、ＺＥＢリーディング・オーナー事例、ＺＥＢ委員会事務局の資料をもとに作成 

  

その他, 1

事務所等, 104

事務所等, 28

病院等, 36

病院等, 21

ホテル等, 18

ホテル等, 5

物販店舗等, 18

物販店舗等, 104

集会所等, 8

集会所等, 4

飲食店等, 3

飲食店等, 1

学校, 12
学校, 3

庁舎, 11
庁舎, 5

新築 改修・既存建築物

210

172

延床面積10,000㎡未満 延床面積10,000㎡以上

開成町庁舎　　　　　　　　　　　　　（神奈川県） 秋田市庁舎                          (秋田県)

雲南市市庁舎　　　　　　　　　　　 (島根県) 敦賀市庁舎                          (福井県)

須賀川土木事務所庁舎           (福島県)　　 など 高島市庁舎                          (滋賀県)　　 など

益田市桂平小学校                 (島根県) 瀬戸市立小中一貫校              (愛知県)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

魚津老健通所リハビリセンター (富山県) 新潟南病院                          (新潟県)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

三原村中央公民館                 (高知県) 白石市文化体育活動センター 　(宮城県)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 氷見市新文化交流施設　　　　　 (富山県)　　 など

規模

庁舎

学校

病院

集会所

用途
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● 庁舎・学校建築の ZEB 事例 

 公共建築物の ZEB 化を推進するためには、公共建築物の中で数的に求める割合が大きい庁舎と学校の

2 つに重点を置くべきと考えられる。現在 SII と建築設備技術者協会（Japanese Association of 

Building Mechanical and Electrical Engineers：以下、JABMEE）が公開している庁舎・学校建

築の ZEB の事例を表.1-8 に示す。 

 

表.1-8 ZEB 建物概要 

 

 

出典：SII・JABMEE 公開データをもとに作成 

1地域 寒地（北海道など）
2地域
3地域
4地域
5地域
6地域
7地域
8地域 暖地（沖縄など）

ZEBランク 規模 建築物の名称 竣工年 延床面積（㎡） 階数 主な構造 削減率 BEI 県 区分

1,000㎡未満 須賀川土木事務所 2020年 656 地上2階 RC造 87 0.13 福島 4

松野町新庁舎及び防災拠点施設 2021年 2,556 地上2階 RC造 81 0.19 愛媛 6

開成町新庁舎 2019年 3,893 地上3階 RC造 81 0.19 神奈川 5

敦賀美方消防組合　消防庁舎 2022年 2,575 地上3階 S造 52 0.48 福井 6

大樹町役場庁舎 2022年 2,947 地上3階/地下1階 RC造 54 0.46 北海道 1

向日市役所庁舎 2020年 3,000 地上5階/地下1階 RC造 53 0.47 京都 6

古平町中心拠点複合施設CAN@YELL 2022年 3,887 地上3階 RC造 56 0.44 北海道 2

美幌町新庁舎 2021年 4,760 地上4階 RC造 57 0.43 北海道 1

雲南市役所庁舎 2015年 7,628 地上5階 S造 71 0.29 島根 5

平川市新本庁舎 2022年 8,104 地上4階 S造 55 0.45 青森 3

敦賀市　新庁舎 2021年 12,719 地上6階 RC造 50 0.50 福井 6

大和高田市庁舎 2021年 10,012 地上6階 RC造・Ｓ造 55 0.45 奈良 5

各務原市新庁舎 2022年 16,805 地上7階/地下1階 RC造 56 0.44 岐阜 6

伊丹市庁舎 2022年 21,943 地上6階/地下1階 S造 54 0.46 兵庫 6

1,000～5,000㎡ 北見市新庁舎 2020年 17,213 地上7階/地下1階 SRC造 47 0.53 北海道 1

10,000㎡以上 宇部市新庁舎 2022年 19,091 地上6階 RC造 43 0.57 山口 6

ZEB 1,000～5,000㎡ 西部保育園 2022年 1,280 地上2階 S造 - - 奈良 6

300～1,000㎡ 益田市桂平小学校 2020年 979 地上2階 木造 86 0.14 島根 6

1,000～5,000㎡ ひがしの大空（そら）保育園 2020年 1,424 地上2階 RC造 97 0.03 沖縄 8

5,000～10,000㎡ 瑞浪市立瑞浪北中学校 2018年 7,938 地上3階 RC造 77 0.23 岐阜 5

すばる保育園 2018年 1,161 地上1階 RC造 60 0.40 福岡 6

(仮称)蟹谷統合こども園 2018年 1,948 地上1階 木造 67 0.33 富山 5

呉羽自動車学校 2020年 1,985 地上2階 S造 52 0.48 富山 5

東京農業大学厚木キャンパス実験・
実習棟

2019年 2,301 地上3階 S造 51 0.49 神奈川 6

愛知学院大学名城公園キャンパス
事務棟

2020年 2,787 地上4階 S造 - - 愛知 6

大豊町教育施設 2022年 3,251 地上2階 木造 55 0.45 高知 5

東京都市大学新A棟 2021年 10,096 地上4階 S造 55 0.45 東京 6

九州旅客鉄道株式会社社員研修セ
ンター

2022年 10,266 地上4階 RC造 57 0.43 福岡 6

瀬戸市立小中一貫校校舎棟 2020年 12,134
地上2階/地下1

階
RC造 57 0.43 愛知 6

北海道科学大学高等学校新校舎 2022年 13,146 地上4階 その他 52 0.48 北海道 2

文教大学東京あだちキャンパス 2020年 21,025 地上5階 RC造 50 0.50 東京 6

・福島県内の省エネ地域区分　2, 3, 4, 5 地域

・福島県と同様の省エネ地域区分の建築物を赤文字で示す

Nearly ZEB

Nearly ZEB

ZEB Ready

1,000～5,000㎡

10,000㎡以上

1,000～5,000㎡

ZEB Oriented

ZEB Ready

1,000～5,000㎡

5,000～10,000㎡

10,000㎡以上

学校

庁舎

分類 建物概要 ZEB性能 地域区分



 

46 
 

庁舎・学校のどちらも、ZEB 事例の 7 割を ZEB Ready が占めており、ZEB や Nearly ZEB、ZEB 

Oriented の件数は少ない（図.1-17）。 

また、庁舎・学校のどちらも 1,000～5,000 ㎡の建築物が多く、次いで 10,000 ㎡以上の建築物が多

いなど、面積の大小に関わらず ZEB が認証されている（図.1-18）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

●省エネルギー基準地域区分の傾向 
住宅、非住宅の用途を問わず、エネルギー消費性能計算を行う際の確認事項に、省エネルギー基準地域

区分(以下、省エネ地域)がある。全国すべての地域は「1」～「8」の 8 つの地域のいずれかに指定されてお

り（表.1-7 参照）、求められる断熱性能や、達成すべき基準値が異なっている。寒地である北海道が 1 や 2

の地域に指定され、南下していくにつれて地域の数字は大きくなる。東京や大阪などは 5～6 地域であり、

暖地である沖縄は 8 地域に指定されている。 

庁舎および学校の省エネ地域の傾向を図.1-19 に示す。庁舎では、暖地の ZEB 建物は 0 件であり、寒

地である 1・2・3 地域や、安定した気候である 5・6 地域の ZEB 建物が多い。また学校は、寒地や暖地の

ZEB 建物は少なく、5・6 地域の ZEB 建物が多い。 

福島県は 4 つの省エネ地域を有しており、浜通りは 5 地域、中通りは 3・4 地域、会津地方は 2・3 地域

が主に占めている。福島県と類似の省エネ地域の ZEB 建物は、庁舎で 6 件、学校で 5 件であり、5 地域

の建築物が多く、4 地域は 0 件であった（表.1-9）。 

 

 

 
 

8地域, 1

6地域, 7

6地域, 9

5地域, 2

5地域, 4

4地域, 1
3地域, 1
2地域, 1

2地域, 1
1地域, 3

庁舎 学校

図.1-17 ZEB ランクの傾向        図.1-18 面積規模の傾向 

図.1-19 省エネ地域の傾向 

表.1-9 福島県と類似の省エネ地域の建築物 

出典：SII・JABMEE 公開データをもとに作成 出展：SII・JABMEE 公開データをもとに作成 

2

10

11

2 3

1

庁舎 学校

ZEB Oriented

ZEB Ready

Nearly ZEB

ZEB

1

8
8

1
1

5
5

庁舎 学校

10,000㎡～

5,000～10,000㎡

1,000～5,000㎡

300～1,000㎡

ZEBランク 規模 建築物の名称 県 区分

1,000㎡未満 須賀川土木事務所 福島 4

1,000～5,000㎡ 開成町新庁舎 神奈川 5

1,000～5,000㎡ 古平町中心拠点複合施設　CAN@YELL 北海道 2

雲南市役所庁舎 島根 5

平川市新本庁舎 青森 3

大和高田市庁舎 奈良 5

Nearly ZEB 5,000～10,000㎡ 瑞浪市立瑞浪北中学校 岐阜 5

(仮称)蟹谷統合こども園 富山 5

呉羽自動車学校 富山 5

大豊町教育施設 高知 5

10,000㎡以上 北海道科学大学高等学校新校舎 北海道 2

分類 建物概要 地域区分

学校
ZEB Ready

ZEB Ready

1,000～5,000㎡

庁舎

Nearly ZEB

5,000～10,000㎡
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● 庁舎・学校における ZEB 化技術の傾向 

庁舎と学校における ZEB 化導入技術の傾向を表.1-10、表.1-11 に示す。面積、ZEB ランク、省エネ地

域などによって大きな差はなく、どの ZEB 建築も平均 20 個程度の ZEB 化技術を導入している。また基

本的に導入技術数が増えるほど BEI(Building Energy Index :エネルギー消費性能指標)の値が向上

している。 

ZEB 化を実現するためには、特別な(先端的な)省エネルギー技術を導入することに主眼を置くだけでは

なく、以下に示す点に注力し、標準的・汎用的(当たり前の)技術を丁寧にバランス良く、ある程度の数を導

入することが重要である（先端的な省エネルギー技術の導入を否定するものではない）。 

・外壁や屋根、開口部などの断熱性能・日射遮蔽性能を高め、負荷を元から断つ（パッシブ技術） 

・太陽、風、光、水、緑、土など、自然の恵みを活かす（パッシブ技術） 

・太陽光発電などの再生可能エネルギーを利用する（アクティブ技術） 

・高効率な設備システムを用いる（アクティブ技術） 

・適切に運転制御し建物の生涯を管理する（エネルギーマネジメント） 

ZEB 建物事例を図 1-20～図-1-22 に示す。 
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表.1-10 庁舎における ZEB 化導入技術の傾向 

 

 

敦賀美方消防
組合　消防庁

舎

大樹町
役場庁舎

向日市
役所庁舎

古平町中心拠
点複合施設

CAN@YELL
美幌町新庁舎

平川市
新本庁舎

敦賀市　新庁
舎

大和高田市
庁舎

各務原市
新庁舎

伊丹市庁舎
須賀川土木

事務所

松野町新庁舎
及び防災拠点

施設
開成町新庁舎

52 54 53 56 57 55 50 55 56 54.4 87 81 81

0.48 0.46 0.47 0.44 0.43 0.45 0.50 0.45 0.44 0.46 0.13 0.19 0.19

S 3F RC 3F/B1F RC 5F/B1F RC　３F RC 4F S 4F RC 6F RC・S 6F RC 7F/B1F S 6F/B1F RC 2F RC 2F RC 3F

2,575 2,947 3,000 3,887 4,760 8,104 12,719 10,012 16,805 21,943 656 2,556 3,893

外壁 高断熱仕様 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

屋根 高断熱仕様 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

Low-E複層ガラス（空気層） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

ダブルスキン ● 7.7

ブラインド ● ● ● ● ● 38.5

ルーバー ● ● ● ● ● 38.5

庇 ● ● ● ● ● ● ● ● ● 69.3

木重ね格子 ● 7.7

太陽光パネル（遮蔽・遮熱） ● ● ● 23.1

重力換気 ● 7.7

温度差利用（煙突効果） ● ● 15.4

自然通風 ● 7.7

自然換気 ● ● ● ● 30.8

ナイトパージ ● ● 15.4

自然採光 ● ● 15

ハイサイドライト ● ● ● 23

光ダクト ● ● 15

アースチューブ ● ● 15

クール＆ヒートトレンチ ● ● ● 23

熱（太陽） 太陽光集光装置 ● ● 15

太陽光発電 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 92

太陽熱利用 0

水 井水利用 ● 8

土 地中熱利用 ● ● ● ● ● 39

ビルマル（EHP） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 92

ビルマル（GHP） ● ● 15

吸収冷温水機 ● 8

熱回収熱源 0

ヒートポンプ外調機 ● 8

無圧ボイラ ● 8

空冷ヒートポンプチラー ● 8

モジュールチラー ● ● 15

チリングユニット 0

水蓄熱 ● 8

氷蓄熱 0

VWV ● ● ● 23

VWT 0

井水熱利用 ● ● 15

太陽熱利用 ● 8

大温度差システム ● ● ● 23

パッケージエアコン ● ● ● 23

高効率型空調機 0

全熱交換器 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

外気冷房 ● ● ● ● ● ● 46

輻射冷暖房 ● ● ● ● ● 39

CO2外気量制御 ● ● ● ● ● ● ● 54

最小外気取入制御 0

末端差圧制御 0

VAV ● ● ● ● ● ● ● 54

運転台数制御 ● ● ● 23

潜顕分離空調 0

空調ファンの適正容量制御 0

人感制御 0

熱交換普通換気自動切換 0

床吹出空調 ● ● ● ● ● ● ● ● 62

潜顕分離空調 ● ● ● 23

DCファン ● 8

インバータファン ● ● ● ● ● ● ● ● 62

省電力直流換気扇 0

高効率電動機 ● ● ● 23

外調機運転制御 0

スケジュール制御 0

CO2連動制御 ● ● ● 23

温度制御 ● ● ● ● ● ● 46

湿度制御 ● 8

ヒートポンプ給湯器 ● ● 15

潜熱回収型給湯器 ● ● 15

LED照明 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

高輝度誘導灯 ● ● 15

有機EL照明器具 0

タイムスケジュール ● ● ● ● ● ● ● ● 62

人感制御 ● ● ● ● ● ● ● 54

明るさ制御 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

在室制御 ● ● ● ● ● ● 46

ゾーニング制御 ● ● 15

タスクアンビエント照明 ● ● 15

個別デジタル制御 ● 8

トップランナー変圧器 ● ● ● ● ● ● ● ● 62

リチウムイオン蓄電池 ● ● ● ● ● ● ● ● 62

VVVF ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 77

コージェネレーションシステム ● ● 15

設備間総合統合制御システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● 69

チューニング ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 92

設備と利用者間統合制御システム ● ● ● ● ● ● 46

負荷制御 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 77

計測計量データの見える化 0

空調デマンド制御 0

18 16 20 34 23 25 26 32 30 30 26 19 37

分類

ランク ZEB Ready

汎用性
（％）

建築名称

削減率（％）

BEI

構造

㎡

Nearly ZEB

負荷を元から断
つ

窓

遮蔽・遮熱

自然の恵みを活
かす

熱

風

再生可能
エネルギーを

利用する

光

エコボイド ● 8

光

土

適切に運転制御し、
建物の生産を管理する

導入技術数

優れた設備
システムを
導入する

熱源設備

空調設備

換気設備

給湯設備

電気設備

・・・パッシブ技術 ・・・アクティブ技術 ・・・福島県と同様の省エネ区分 ・汎用性50％を超えている技術を赤文字で示す
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表.1-11 学校における ZEB 化導入技術の傾向 

 

 

ZEB

すばる保育
園

(仮称)蟹谷
統合こども園

呉羽自動車
学校

愛知学院大学
名城公園キャン

パス事務棟

大豊町教育
施設

東京都市大学
新A棟

九州旅客鉄道
株式会社社員
研修センター

瀬戸市立小中
一貫校校舎棟

文教大学
東京あだち
キャンパス

益田市
桂平小学校

ひがしの大空
（そら）保育園

瑞浪市立
瑞浪北中学校 西部保育園

60 67 52 - 55 55 57 57 50 86 97 77 -

0.40 0.33 0.48 - 0.45 0.45 0.43 0.43 0.50 0.14 0.03 0.23 -

RC 1F 木 1F S 2F S 4F 木 2F S 4F RC 4F RC 2F/B1F RC 5F 木 2F RC 2F RC 3F S 2F

1,161 1,948 1,985 2,787 3,251 10,096 10,266 12,134 21,025 979 1,424 7,938 1,280

外壁 高断熱仕様 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

屋根 高断熱仕様 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

Low-E複層ガラス（空気層） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

ダブルスキン 0

ブラインド ● ● 15.4

ルーバー ● ● 15.4

庇 ● ● ● ● ● ● ● ● 61.6

木重ね格子 0

太陽光パネル（遮蔽・遮熱） ● ● ● ● ● 38.5

重力換気 0

温度差利用（煙突効果） 0

自然通風 ● ● ● 23.1

自然換気 ● ● ● ● ● ● 46.2

ナイトパージ ● ● ● ● ● ● 46.2

自然採光 ● 7.7

ハイサイドライト 0

光ダクト ● 7.7

アースチューブ 0

クール＆ヒートトレンチ ● ● 15.4

熱（太陽） 太陽光集光装置 0

太陽光発電 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 77

太陽熱利用 ● ● 15.4

水 井水利用 0

土 地中熱利用 ● ● ● ● ● 38.5

ビルマル（EHP） ● ● ● ● ● ● ● ● ● 69.3

ビルマル（GHP） ● 7.7

吸収冷温水機 ● 7.7

熱回収熱源 ● 7.7

ヒートポンプ外調機 ● 7.7

無圧ボイラ 0

空冷ヒートポンプチラー 0

モジュールチラー ● ● ● 23.1

チリングユニット ● 7.7

水蓄熱 0

氷蓄熱 ● 7.7

VWV ● ● 15.4

VWT ● 7.7

井水熱利用 0

太陽熱利用 0

大温度差システム ● 7.7

パッケージエアコン ● ● ● ● ● 38.5

高効率型空調機 ● ● 15.4

全熱交換器 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 84.7

外気冷房 ● ● 15.4

輻射冷暖房 ● ● ● 23.1

CO2外気量制御 ● ● ● ● ● 38.5

最小外気取入制御 ● 7.7

末端差圧制御 ● ● 15.4

VAV ● ● 15.4

運転台数制御 ● 7.7

潜顕分離空調 ● 7.7

空調ファンの適正容量制御 ● 7.7

人感制御 ● ● 15.4

熱交換普通換気自動切換 ● 7.7

床吹出空調 0

潜顕分離空調 0

DCファン ● ● ● 23.1

インバータファン ● ● ● ● ● 38.5

省電力直流換気扇 ● 7.7

高効率電動機 ● 7.7

外調機運転制御 ● 7.7

スケジュール制御 ● 7.7

CO2連動制御 ● ● 15.4

温度制御 0

湿度制御 0

ヒートポンプ給湯器 ● ● ● ● ● ● ● ● 61.6

潜熱回収型給湯器 ● ● ● ● 30.8

LED照明 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

高輝度誘導灯 ● ● 15.4

有機EL照明器具 ● 7.7

タイムスケジュール ● ● ● ● ● ● ● ● ● 69.3

人感制御 ● ● ● ● ● 38.5

明るさ制御 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 100

在室制御 ● ● ● ● ● ● ● ● 61.6

ゾーニング制御 ● ● ● 23.1

タスクアンビエント照明 0

個別デジタル制御 0

トップランナー変圧器 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 77

リチウムイオン蓄電池 ● ● ● ● ● ● ● ● 61.6

VVVF ● ● ● ● ● ● ● ● 61.6

コージェネレーションシステム ● ● 15.4

設備間総合統合制御システム ● ● ● ● ● 38.5

チューニング ● ● ● ● ● ● ● ● ● 69.3

設備と利用者間統合制御システム ● ● ● 23.1

負荷制御 ● ● ● ● ● ● ● ● 61.6

計測計量データの見える化 ● ● ● 23.1

空調デマンド制御 ● 7.7

18 25 12 24 20 24 33 35 19 20 17 26 17

分類

ランク ZEB Ready Nearly ZEB

建築名称

削減率（％）

BEI

構造

㎡

汎用性
（％）

負荷を元から断つ

窓

遮蔽・遮熱

自然の恵みを活かす

熱

風

土

0

光

エコボイド

適切に運転制御し、
建物の生産を管理する

導入技術数

再生可能エネルギー
を利用する

光

優れた設備システム
を導入する

熱源設備

空調設備

換気設備

給湯設備

電気設備

・・・パッシブ技術 ・・・アクティブ技術 ・・・福島県と同様の省エネ区分 ・汎用性50％を超えている技術を赤文字で示す
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ZEB建物事例 庁舎①

須賀川土木事務所 Nearly ZEB （1,000ｍ2未満）

所在地 福島県須賀川市

延床面積 656.46㎡

構造/階数 RC造・木造/地上2階

竣工年 2020年

■ 建物コンセプト

ZEB技術を積極的に取り入れ、エネルギー消費量を87％削減とし、
庁舎として東北初の｢Nearly ZEB｣認証を取得した。
2階部分の構造を木造軸組とし、屋根にＣＬＴを使用することで
大スパンの架構を可能とし、開放的な内部空間を実現した。

■ ZEB実現に向けた主な採用技術

■ 建築概要

■ 一次エネルギー削減率

パッシブ技術

アクティブ技術

負荷を元から断つ

外壁 高断熱仕様

屋根 高断熱仕様

窓 Low-e複層ガラス（空気層）

遮蔽・遮熱
ルーバー

庇

自然の恵みを活かす
光

自然採光

ハイサイドライト

風 自然通風

再生可能エネルギー
を利用する

光 太陽光発電

土 地中熱利用

優れた設備システム
を導入する

熱源設備
高効率熱源機器

大温度差システム

空調設備

外気冷房

全熱交換器

VAV

床吹出空調

潜熱顕熱分離空調

電気設備

LED照明

明るさ制御

人感制御

タスクアンビエント照明

VVVF

適切に運転制御し、
建物の生産を管理する

計測計量データの見える化

チューニング

設備と利用者間統合制御システム

負荷制御

BEI 一次エネルギー削減率

0.１3 87％

一次エネルギー消費量(MJ/年㎡)

基準値 設計値

空調 447.53 259.61 

換気 251.05 25.99

照明 285.12 68.97 

給湯 32.01 59.12

昇降機 36.56 32.50

創エネ 0.00 -309.79

合計 1,203 287 

図.1-20 ZEB 実現に向けた主な取り組み(庁舎) 
出典：SII・福島県 HP 
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ZEB建物事例 庁舎②

敦賀市新庁舎 ZEB Ready （10,000ｍ2以上）

所在地 福井県敦賀市

建築面積/延床面積 2,869㎡/10,254㎡

構造/階数 RC造/地上6階

竣工年 2021年

■ 建物コンセプト

大規模災害時にも業務継続が可能となるよう、一次エネルギー消費量を

大幅に削減した自立型の防災拠点施設。

自然環境（自然の恵み）を効率よく活用した上で、洗練された

環境デザインを備えた建築とし、高度な省エネルギー技術を

組み合わせ、”脱炭素型庁舎”を実現している。

■ ZEB実現に向けた主な採用技術

■ 建築概要

■ 一次エネルギー削減率

パッシブ技術

アクティブ技術

BEI 一次エネルギー削減率

0.5 50％

負荷を元から断つ

外壁 高断熱仕様（ウレタンフォーム）

屋根 高断熱仕様（ポリスチレンフォーム）

窓 Low-e複層ガラス（空気層）

遮蔽・遮熱
ルーバー

庇

自然の恵みを活かす
風 自然換気

土 クール&ヒートトレンチ

再生可能エネルギー
を利用する

光 太陽光発電

水 井水利用

土 地中熱利用

優れた設備システムを
導入する

熱源設備 ビルマル（EHP）

空調設備

全熱交換器

放射冷暖房

VAV

床吹出空調

潜熱顕熱分離空調

給湯設備 ヒートポンプ給湯器

電気設備

LED照明

タイムスケジュール

人感制御

明るさ制御

ゾーニング制御

タスクアンビエント照明

リチウムイオン蓄電池

適切に運転制御し、
建物の生産を管理する

設備間総合統合制御システム

チューニング

負荷制御

一次エネルギー消費量(MJ/年㎡)

基準値 設計値

空調 715.06 388.32

換気 106.14 88.51

照明 309.30 72.16

給湯 35.51 25.07

昇降機 16.30 13.04

創エネ 0 -40.88

合計 1182.31 546.22 

出典：SII・敦賀市 HP 

図.1-21 ZEB 実現に向けた主な取り組み（庁舎） 
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ZEB建物事例 学校①

瑞浪北中学校 Nearly ZEB （5,000ｍ2未満）

所在地 岐阜県瑞浪市

建築面積/延床面積 4,572.34㎡/7,938.72㎡

構造/階数 RC造/地上3階

竣工年 2018年

■ 建物コンセプト

「学校施設のゼロエネルギー化」と「環境教育の推進」に取り組み、
国内でも有数の暑い地域である岐阜県東濃西部地域から、
次世代の学校施設や環境教育の在り方について情報発信
することを目指した施設。

■ ZEB実現に向けた主な採用技術

■ 建築概要

■ 一次エネルギー削減率

パッシブ技術

アクティブ技術

負荷を元から断つ

外壁 高断熱仕様

屋根 高断熱仕様

窓 Low-e複層ガラス（空気層）

遮蔽・遮熱

ルーバー

庇

太陽光パネル（遮蔽・遮熱）

自然の恵みを活かす
風

自然通風

自然換気

ナイトパージ

土 クール＆ヒートトレンチ

再生可能エネルギー
を利用する

光
太陽光発電

太陽熱利用

土 地中熱利用

優れた設備システム
を導入する

熱源設備 高効率熱源機器

空調設備

高効率型空調機

全熱交換器

CO2外気量制御

人感制御

換気設備
高効率電動機

CO2連動制御

電気設備

LED照明

タイムスケジュール

明るさ制御

在室制御

トップランナー変圧器

リチウムイオン蓄電池

VVVF

適切に運転制御し、
建物の生産を管理する

計測計量データの見える化

BEI 一次エネルギー削減率

0.23 77％

一次エネルギー消費量(MJ/年㎡)

基準値 設計値

空調

内訳は未公表

185.75

換気 22.99

照明 74.71

給湯 19.28

昇降機 2.52

創エネ -168.83

合計 710.58 136.42

出典：JABMEE・株式会社日建設計 HP 

図.1-22 ZEB 実現に向けた主な取り組み（学校） 
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第２章 ZEB 化によるメリット 
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2-1 ウェルネス建築 

（１） ウェルネス建築が求められる背景 
 働き方が大きく変わりつつあり、公共建築（庁舎や学校）は市民に良質な環境を提供することに加

え、そこで働く人の心身の調和と活力の向上を図り、一人ひとりが最大限にパフォーマンスを発揮で

きる場（ウェルネス建築）が求められている。 
省エネルギーばかりを注視し、我慢をする・我慢を強いる省エネルギー建築では、働く人一人ひとりのパ

フォーマンスの向上は望めないばかりか、心身の健康に負担を与え、（知的）生産性の低下につながるおそ

れもある。（図.2-1）。 

 

 
図.2-1 ウェルネス建築（庁舎）の効果 

  

空 間 設 備 情 報 運 用執務（オフィス）環境

働く人の行動の変化
快適性を感じる コミュニケーションする 休憩・気分転換する 体を動かす

健康意識を高める 適切な食行動をとる 清潔にする

健康状態の予防・改善 生活習慣病 メンタルヘルス・心身症 感染症・アレルギー
運動器障害
感覚器障害

パフォーマンス
プレゼンティーズム（健康問題による出勤時の生産性低下）の解消

行動を誘発！

アブセンティーズム（健康問題による欠勤）の解消

良質な（行政）サービスの提供
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● ウェルネスとは  

健康を基盤にして、豊かなライフスタイル（ワークスタイル）を生きている・目指している状態をいう

（図.2-2） 。 
 

● ウェルネス建築（庁舎・学校）とは 

単に健康な状態を確保するだけでなく、職員・教職員の本務である「働くこと、その効率、成果を高める

こと」を目的に計画する建築（庁舎・学校）をいう。言い換えると、働く人（職員・教職員）の知的生産性の向

上を健康な状態で実現する建築（庁舎・学校）である 。 

 

図.2-2 ウェルネスな状態とは 

 
● なぜウェルネスを高めることが重要なのか 

 庁舎・学校においてウェルネスの向上が大切な理由として、以下の 3 つが挙げられる。 

① 良質な（行政）サービスを提供するため 

② 知的生産性を向上するため 

③ 求人・生徒募集を確保するため 

 

① 良質な（行政）サービスを提供するため 

職員がいきいきと健康に働ける環境を整えることは、より良質なサービスの提供につながる。  

庁舎では、職員満足度が高まることで行政サービスが向上すると市民（県民）の満足も向上し、庁舎（行

政）への評価もさらに高まる（図.2-3）。 

学校では、教職員が働きやすい環境であることが、授業の質の向上、ひいては生徒の学習意欲の向

上へとつながる。 

 
図.2-3 庁舎におけるウェルネス向上における効果 



   

56 
 

② 知的生産性を向上するため 

庁舎や学校の場合、運用費用全体の中で人件費の占める割合が高い。それに比べて建物（ハード部

分）の整備・内装などに必要とされる費用ははるかに少ないものである 。 

一方でハード面（建築）・ソフト面（運用・制御）の改善によってもたらされる知的生産性の向上の効果

は高い。具体的にはアブセンティーズム（健康問題による欠勤）やプレゼンティーズム（健康問題による

出勤時の生産性低下）の解消につながる（図.2-4）。 

現在、「知的生産性を高めるための建築・設備投資は効率が高い」という共通認識が少しずつ広まり

つつある。 

 
図.2-4 企業における健康関連コストの構造（アメリカにおける研究結果） 

 
③ 求人・生徒募集を確保する 

庁舎や学校では、福祉関係（子育て支援など）の強化のためなどから、必要な職員数は年々増加傾

向にある。しかし、一方で地方公務員の受験者数は 2010 年度からの 10 年間で 28％減少している

（図.2-5）。 

今後も職員数を確保するためには、より魅力的で職員が心地よく働ける職場環境の提供が重要で

ある。 

 

図.2-5 地方公務員における働き方改革に係る状況 

出典：総務省「地方公務員における働き方改革に係る状況」 令和 3 年 9 月 30 日訂 
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（２）ウェルネス建築の動向 

世界、日本国内のウェルネスの動向を以下に示すが、それらを受け、公共施設でもウェルネス建築を主

眼とした対応が求められている。 

 
● 世界の動向 

2015 年、国際連合は持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）を採択し

た。 

SDGs は、17 の目標・169 のターゲット（具体目標）から構成されている。その目標のひとつに 

「Good Health And Well-Being（すべての人に健康と福祉を）」が掲げられている（図.2-6）。 

 

 
図.2-6 SDGs における健康と福祉への目標 

 
● 日本の動向 

① ESG 投資の普及、CASBEE-ウェルネスオフィスの創設（国土交通省） 

国土交通省は、「ESG 投資の普及促進に向けた勉強会」を実施している。ESG の普及には、気候変

動への対応、地域社会・経済の寄与、災害への対応、超高齢化への対応に加えて、「健康性・快適性の

向上」が必要であるとしている。 

また、健康性・快適性などに優れた不動産ストックの普及・促進を見える化するため、認証制度

「CASBEE-ウェルネスオフィス」を創設した。 

  

② 健康経営を推進（経済産業省）  

経済産業省は「健康経営オフィスレポート」を作成した。「健康経営オフィスレポート」では、従業員の

健康管理を経営的な視点から捉え、戦略的に取り組む方法を紹介しており、従業員の健康保持・増進の

取組みが、将来的に収益性などを高める投資であるという考えを表明した。 
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● ウェルネス建築の動向 

ウェルネス建築の評価について、現在、国内では次の２つの制度がある（表.2-1）。 

 

① CASBEE- ウェルネスオフィス（一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構）  

② WELL 認証 （一般社団法人 グリーンビルディングジャパン）  

 

上記の 2 つの評価基準を満たした建物が近年増えている。 

・ CASBEEE-ウェルネスオフィス      … 52 件が認証（2022 年 2 月時点） 

・ WELL 認証                   … 24 件が認証（2022 年 2 月時点） 

・ コロナ対策に特化した簡易版 WELL 認証（WHSR）… 44 件が認定（2022 年 2 月時点） 

 
表.2-1 ウェルネス評価基準の概要 

 
 

CASBEE-ウェルネスオフィス WELL 認証 

開発・運営管理団体 開発・運営管理：IBEC（一般財団法人建
築環境・省エネルギー機構） 
認証機関：IBEC  

開発者：Delos 
運営管理：公益法人 IWBI 
評価機関：グリーンビルディング認証
機関：GBCI 

沿革 2019.05 先行評価認証受付開始 
2020.11 先行評価認証受付（第 4 回） 
２０２１年度からは期間を設定せず、 申
請図書は随時受付  

2016.02 v1.0 開始 
～ 
2020.12 v1.0、v2pilot 受付終了 

対象用途 オフィス  全用途を対象  

登録認証数 39（認証数のみ） v1.0: 1,278 
V2.0: 5,270 
Health-Safety: 7,933 

評価方法 提出資料  アップロード資料＋現地サンプリング 

取組項目数 51（必須なし） 119（必須 24＋加点 95） 

ランク 5 段階（S・A・B+・B-・C） （どの点数で
も認証）  

4 段階（プラチナ・ゴールド・シルバー・
ブロンズ） （40 点以上の場合に認証） 

有効期間 5 年 3 年 

認証までの期間 数か月 数年かかることも 

認証費用 第 4 回先行認証実績 
308,000～990,000 円 
※先行認証は割引価格になっている 

登録費：2,500 ドル 
認証費：最低 6,500 ドル 
現場試験費：最低 6500 ドル 
（ 合 計 15,500 ド ル ： お よ そ
1,700,000 円）  

出典：一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 HP を元に作成 
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(3) 庁舎・学校建築において取り組むべき項目 

ひとを取り巻くさまざまな環境要素は、そのひとの心身の健康に密接に関わる。良質な室内環境、ひとが

心地よいと感じる空間、意欲がわく働きやすい環境を実現することが、建物にとっての新たな価値になる

（図.2-7）。 

ウェルネス建築の計画で検討すべき基本的な項目（表.2-2）、留意すべきポイント（表.2-3）、建築面・設

備計画を行う際の取り組みイメージ（図.2-8、2-9）を示す。  

 
建築計画・設備計画の他、机のレイアウトや昇降型の什器の設置など備品での対応、竣工後のアンケー

ト・実測など、細かな取り組みの積み重ねでもウェルネスの向上が可能である。 

 
図.2-7 ウェルネス建築で考慮すべき環境要素 

 
表.2-2 ウェルネス建築の計画で検討すべき基本的な項目 

 

 

計 画 項 目 ポ イ ン ト 

健康性・快適性  

空間・内装  高さ、広さ、内装計画、什器配置  

音・光  遮音、吸音、照度、グレア対策、自然光  

空気質・温熱（空調）  
室温、湿度、換気量、空気質（CO2 濃度） 
竣工後のアンケート 
チューニング（エネルギーマネジメント） 

リフレッシュ・運動  トイレ、リフレッシュ設備、眺望、階段、駐輪場  

利便性  
移動空間・コミュニケーション EV、廊下、打ち合わせスペース  

情報通信  情報通信インフラ、OA フロア  

安心・安全性  
災害対応・有害物質対策・ 
水質確保  

耐震性能、非常用電源、VOC 対策、給水設備  



   

60 
 

表.2-3 ウェルネス建築の計画で留意すべき主なポイント 

 
  

計 画 項 目  ポ イ ン ト 

  執務室  

 建築計画  

執務室形状・柱の有無 

天井高さ・システム天井の採用  

床配線・荷重 

 設備計画  コンセント容量・通信キャリアのインフラ  

室内環境  

開口部からの眺望  

執務室の反響音・外部騒音・機器の騒音  

執務室の照度  

室内温度・湿度・気流感・CO2 濃度 

個別運転制御 

自然換気 

共用部  

トイレ、パントリーの数・トイレなどの衛生状態 

エレベーターの管理状態 

アトリウム、中庭などの有無 

カフェ・食堂等・休憩室などの有無 

建物全体  

デザイン・緑化  
外観のデザイン・内装計画・建物のエントランスのグレード 

緑化対応・生物多様性対応 

耐震性能・災害時対
応 
防犯性能  

耐震性能・自然災害対策・災害対応マニュアル・非常時の電力供
給・セキュリティ 

省エネルギー 
対策 

建築  外壁の断熱性能、窓の仕様 

設備  省エネルギー設備 

運用  エネルギー管理 

ビルの管理・ 
運営 

 清掃、設備点検マニュアル・設備の点検記録の保管・テナント間
交流・テナントからの意見徴収 
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図.2-8 建築面での取組み（イメージ） 
 

 

図.2-9 設備面での取組み（イメージ） 
 
 
 
 
 

低コストの工夫

ZEB評価項目



   

62 
 

(４) 庁舎・学校建築の換気・空調の考え方 

公共施設では、省エネルギーの観点から冷暖房を行う期間が概ね定められており（冷房：6～9 月、暖

房：12～3 月など）、残りの中間期（4・5・10・11 月）は換気運転のみとする場合があり、このような施設で

は、中間期に窓を開けるなどをして温熱環境や空気質をある程度の水準に保持する取組みが重要である。 

しかしながら、単に窓を開けるだけでは必要な換気量（外気導入量）が確保できない場合ある。空調・換

気設備を適確な方式、適切な容量とし、より清浄な空気（外気）を確実に室内に導き、健康で快適な室内温

熱環境・空気環境を保持することが重要である。 

 

●庁舎における感染症の拡大防止  

・冷房期間  

冷暖房期間に窓を開けなくても、良質な空気環境（空気質）を保持できる建築・設備とする（図.2-

10）。 

 

図.2-10 庁舎における感染症拡大防止の一例 
 

・中間期  

自然の風（外部空気）をより効率的に室内へ導く建築計画とし、その上で設備がサポートして必要な換

気量を確保することが望ましい（図.2-11）。 

 
図.2-11 中間期の換気方法の一例 
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(5) ウェルネス項目の確認チェックリスト 

基本構想段階において、表 2-4 に示す CASBEE-ウェルネスオフィスの評価項目一覧を用いて、評価

項目の内容を確認し、ウェルネス向上のポイントとなる取り組みを把握することが有効である。 

表中の設計検討区分とは、以下に示す考え方により評価項目を分類し、仕様を決定する際の根拠となる

ものである。 

①建物の基本性能として決定される項目（基本性能） 

②ZEB 化に伴い向上する項目（ZEB） 

③運営側の意見を取り入れながら設計の工夫により決定される項目（運営側の意見） 

④公共施設として備えるべき BCP 性能（BCP） 

 

表 2-4 CASBEE-ウェルネスオフィスの評価項目一覧 
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2-２ ZEB 化の効果 

(１) 災害対応とリンクした ZEB 

ZEB 化にあたっては、単に省エネルギー・省 CO2面だけではなく、災害に強いこと、安全性が高

いこと、事業を継続させるためのエネルギー利用のあり方などを追求することが重要である。 
特に、非常時の活動拠点になる庁舎・学校では、平常時と非常時、ZEB(脱炭素)と BCP(事業継続

性)がシームレスに繋がらなくてはならない。ZEB を実現した建物は平常時の省エネルギー(脱炭素)
だけではなく、非常時にエネルギー消費を抑えて BCP 性能を向上させる(事業継続時間を延長する)
ことができる（図.2-12、表.2-5）。 

 

 
図.2-12 ZEB と BCP 

 

表.2-5 平常時と非常時の機能 

  

分類 具体的な取り組み（ZEB） 平常時 非常時 

負荷を元から絶つ 熱負荷を軽減する建物配置 

高断熱・高気密な外皮 

日射遮蔽 

冷暖房負荷の削減 冷暖房運転を最小限と

し、機能維持時間の延長

が可能 

自然の恵みを活か

す 

太陽熱を入れやすい建築計画 

自然の光を得やすい建築計画 

自然換気を取り入れた建築計

画 

雨水利用（トイレ利用） 

冷暖房期間の縮小 

ウェルネスの向上 

環境親和性 

照明・冷暖房運転を最小

限とし、機能維持時間の

延長が可能 

感染症拡大の防止 
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(２) ZEB 建築での環境教育 

● 環境教育の重要性 

地球温暖化や自然災害といった環境問題は、今後、さらに顕在化していくことが予想される。これに対し

て、一人ひとりが環境への問題意識を持つことが必要である。特に、将来を担う子どもたちが、身近にある

環境問題や環境負荷を低減させる仕組みを体感し、興味を持つきっかけを作ることはより一層重要となる。 

エネルギー基本計画では、環境・エネルギーに関する教育の場として、学校の重要性が掲げられている。

文部科学省などの推進する「エコスクール」では、学校施設を題材とした省エネルギー効果の見える化など

により、児童・生徒などへの環境教育を図っている。そのため、特に学校建築では、ZEB 化だけでなく導入

した技術やその効果を身近に実感できる工夫が必要である。 

 

● 学校施設を活用した環境教育の事例 

 環境教育では、導入した環境技術の仕組みや原理について、「見える化」することが有効である。エネル

ギー消費量や太陽光発電の状況、室内環境の状況などをわかりやすく表示するディスプレイを設け、生徒

が直接触れて効果がわかるよう工夫することで生徒の興味や関心を高め理解を深めることができる。

図.2-13 に見える化設備の導入事例を示す。 

 

 

図.2-13 太陽光発電・雨水利用設備の見える化（福島県白河市立南中学校） 

出典：文部科学省のエコスクールパイロット・モデル事業事例集をもとに作成 

 

 学校で環境教育を行う場合、学校の教育目標や子どもたちの発達段階などに応じた環境プログラムを作

成し、地域の特性に応じた内容とすることが効果的である。また、ZEB に取り入れられた技術は、①授業で

活かす、②成果を家庭・地域に広げる、③活動をつなげる、といった流れにより、学校内にとどまらず家庭・

地域への波及効果も期待できる（図 2-14）。 

 

 

図.2-14 学校施設を活用した環境教育の考え方 

出典：文部科学省「環境教育に活用できる学校づくり実践事例集（平成 23 年 9 月）」をもとに作成 

 

①授業で活かす
緑のカーテンづくりなど、生徒
の興味・関心を高める環境教育

プログラムを行う

②家庭
・地域にひろげる
学校施設を活用した取組みや生
徒の学習成果を地域へ発信する

③活動をつなげる
環境学習の成果発表や地域住民
が参加したビオトープの維持管
理など学習活動の継続を行う
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(３) 運用建築物での「使い方説明会」の実施 

● 「使い方説明会」の考え方 

建築物は、運用段階において設計時の計画とのズレを調整しながら、実際の運用に合った設備システム

(運転)となるように調整する必要がある。ZEB 化のための省エネルギー技術について、その効果を定量的

に把握し設計時の配慮すべきポイントや改善点を広く周知することで、ZEB の普及にもつなげることができ

る。 

関係者に向けて、「ZEB の使い方説明会」を実施することにより、設計時に配慮したポイントなどを共有

し、より適切な運用につなげることができる。また、地域住民に向けた見学会を開催することで、環境配慮や

ZEB への理解を深めるきっかけになる。 

建物使い方説明会のイメージを図.2-15 に示す。 

 

● 「建物使い方説明会」がもたらすメリット 

ZEB には、エネルギー消費量を定量的に把握・分析するために中央監視設備（BEMS）を備えることが

必須であるが、運用段階において定期的なデータの収集・分析が行われずに BEMS を活用できていない

建築物も多い。 

使い方説明会を開催するにあたり、現状のエネルギー消費量の分析や問題点などを整理し、改善点をフ

ィードバックすることで、適切な設備システムの運用とさらなる省エネルギー効果が期待できる。 

 

図.2-15 「建物使い方説明会」のイメージ 

 

ZEB建物
建物使い方説明会

の開催
建物運用状況の確認 他のZEB建物への波及

改善点などをフィードバック

効果的な省エネ手法や
改善点などを活用



 

67 

  

第３章 関連資料 
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3-1 検討モデルにおける ZEB 評価事例 

(1) 検討モデルの概要 

●検討モデルの設定方法 

ZEB 化確認チェックリストの作成に当たり、用途ごと(庁舎・学校)に建物形状や室用途などを想定した

検討モデルを作成した。この検討モデルに外皮や設備の代表的な仕様を適用し、モデル建物法によりエネ

ルギー消費性能を試算した。 

 
●面積グレードの設定 

 検討モデルは、既存県有建築物の規模・階数を参考に作成した。図.3-1 に県有建築物における庁

舎、学校の面積分布を示す。 
 

※サンプル数：庁舎 75 件、学校 112 件 

図.3-1 県有建築物における庁舎と学校の延床面積 

出典： 県有建築物の棟別の耐震診断結果等のリスト（平成 31 年） 

 

・庁舎 

庁舎は低層（2～4階建）が多く、延べ面積3,000㎡以下の建物が65％を占めている。内訳は、1，000

㎡以下が 15％、1，000～2，000 ㎡が 31％、2，000～3，000 ㎡が 19％となっている。1，000～2，

000 ㎡の割合が最も多いが、延べ面積が小さくなると㎡あたりの工事費が大きくなる傾向があることを考

慮し、1，000 ㎡以下を対象とするモデル（1,000 ㎡）と、1，000～3，000 ㎡を対象とするモデル(3,000

㎡)を作成した。 

延べ面積 10，000 ㎡程度の建物が占める割合は少ないが、今後の合同庁舎などの建て替えも考慮し

た。また、空調方式を中央空調とした場合の検討する必要があることから、10，000 ㎡の検討モデルも加え

ることとした。 

延べ面積 1,000 ㎡以下のモデルについては須賀川土木事務所を参考とし２階建てとした。3,000 ㎡の

モデルは白河合同庁舎を参考とし３階建てとした。10,000 ㎡のモデルは、県庁北庁舎を参考として８階建

てとした。ガラス開口部はそれぞれ腰窓形状とし適宜設定した。 
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・学校 

学校は延べ面積 1，000～15，000 ㎡、４階建以下の建物が 89％を占めていることから、この面積範囲

から検討モデルを３つ選定することとした。内訳は、1，000㎡～5，000㎡以下が16％、5，000～7，500

㎡が 15％、7，500～10，000 ㎡が 23％、10，000～12，500 ㎡が 25％、12，500～15,000 ㎡が

13％となっている。その中でも、支援学校など比較的小規模な教室棟などの建設があることから、まずは

2,000 ㎡以下を対象とするモデル(2,000 ㎡)を設定した。 

残りの２つのモデルであるが、7,500～9,000 ㎡と 9,000～11,500 ㎡での分布が多いことから、それ

らの中間の 8,000 ㎡と 10，000 ㎡の検討モデルを設定した。 

2,000 ㎡のモデルについては助産師養成施設を参考とし２階建て、8,000 ㎡、10,000 ㎡については

特別支援学校を参考としてそれぞれ２階建て、３階建てとした。ガラス開口部は南面を掃き出し窓、その他

の面のガラス開口部を腰窓形状とし適宜設定している。 

 

・空調方式 

空調方式は、県内でも採用数の多い個別空調方式とした。庁舎 10,000 ㎡は、規模が大きく用途からも

中央熱源方式の可能性があることを考慮し、個別と中央の 2 パターンを設定した。 

各検討モデルの概要を表.3-1 に示す。 

 

表.3-1 検討モデル概要 

  建物規模（㎡） 延床（㎡） 階数 空調方式 

庁舎 

1,000 656 2 個別熱源 

3,000 2,985 3 個別熱源 

10,000 10,023 8 
中央熱源 

個別熱源 

学校 

2,000 2,085 2 個別熱源 

8,000 8,005 2 個別熱源 

10,000 10,019 3 個別熱源 

 

(2) ZEB 化の目標水準の設定方法 

ZEB 化の目標水準を設定するため、以下の手順により検討モデルでシミュレーションした。 

① 既存 ZEB 化建築物の調査と ZEB 化技術の抽出 

導入されている省エネルギー技術や取り組み(以下、ZEB 化導入技術)を調査し、導入事例が多く汎

用性が高い技術を抽出する（詳細は P.53 表 1-9、P.54 表 1-10 に示す） 

② 検討モデルの作成 

県有建築物における庁舎と学校を調査し、汎用性の高い面積規模において検討モデルを作成し、抽出

した技術を検討モデルの ZEB 化技術として設定する 

③ 検討モデルによるシミュレーション 

作成した検討モデルおよび抽出した ZEB 化技術をもとに、省エネルギー計算（モデル建物法）を行う 
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シミュレーションの結果、庁舎・個別空調方式とした各検討モデルでは汎用性の高い ZEB 化技術を導入

することにより、ZEB Ready を達成した。 

一方、学校の検討モデルの試算では、汎用性の高い ZEB 化技術だけでは ZEB 未達成であった。学校

の基準一次エネルギー消費量が他の建物用途よりも小さく設定されているため、ZEB 化技術の効果が計

算上反映されにくいことが理由として考えられる。そこで、学校用途では一部に地中熱を利用した空調シス

テム（水冷式ビル用マルチエアコン）を導入することにより ZEB Ready を達成した。 

庁舎３，０００㎡の検討モデルにおけるコスト試算では、ZEB 設計（ZEB Ready）での工事費の増額率は

11％である。しかし、補助金（レジリエンス強化型 ZEB 実証事業とした場合）が採択となった際には、県の

持ち出しが従来設計での工事費と同等程度となる。以上より、目標水準は ZEB Ready 以上とした。 
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(３) エネルギー消費性能計算による試算 

エネルギー消費性能計算は、国立研究開発法人 建築研究所が公表している計算支援プログラムから、

モデル建物法を採用した。モデル建物法は、精算法である標準入力法と比較して、安全側（ZEB の達成が

難しい）の結果となる傾向があるが、基本構想・計画段階での ZEB 検討であることから、簡易的に算出で

きるモデル建物法とした。 

ZEB 化確認チェックリストをもとに、検討モデルのエネルギー消費性能計算を行った。入力内容を表.3-

2 に示す。既存建築物を参考に、庁舎と学校のふくしま ZEB 設計（ZEB Ready）仕様、従来設計を設定

した。 

各項目の設定値については既存の ZEB 取得建築物などを参考に設定した。外壁、屋根、高性能ガラス

の熱性能については、Nearly ZEB を取得した須賀川土木事務所の設定値等を考慮した。空調熱源機な

ど機器の能力値については、取り扱いのあるメーカーの定格能力をもとに平均値を算出して採用した。 

 

表.3-2 モデル建物法の入力内容 

 

  

判断基準 ZEB設計の入力値（庁舎） ZEB設計の入力値（学校） 従来設計の入力値

外壁の熱貫流率 0.30 [W/㎡・K] 0.30 [W/㎡・K] 0.53 [W/㎡・K]

屋根の熱貫流率 0.22 [W/㎡・K] 0.22 [W/㎡・K] 0.46 [W/㎡・K]

高性能ガラスの採用
（Low-E複層ガラス）

熱通過率2.2[W/(㎡・K)] 熱通過率2.2[W/(㎡・K)] 熱通過率3.4[W/(㎡・K)]

断熱サッシの採用 あり あり なし

主たる開口部には、庇・ルーバーを使
用

庇：500mm 庇：500mm なし

主たる開口部には、ブラインドを使用 あり あり なし

空冷モジュールチラー
冷温水発生機など

主たる熱源機を高COP仕様とする
※空気熱源ヒートポンプチラー
：冷房 1.97、暖房1.33

-
※空気熱源ヒートポンプチラー
：冷房 1.28、暖房 1.33

ビル用マルチパッケージエアコン
主たる室外機をハイグレード高効率
パッケージエアコンとする

電気：冷房 1.22、暖房 1.43 電気：冷房 1.22、暖房 1.43 電気：冷房 1.09、暖房 1.23

台数制御 熱源ポンプの台数を自動で制御する ※あり - ※あり

VWV（変流量）制御 熱源ポンプの流量を自動で制御する
※冷温水ポンプ：あり
※冷却水ポンプ：あり

-
※冷温水ポンプ：あり
※冷却水ポンプ：なし

再生可能エネルギー 地中熱利用（HP） なし あり（一部） なし

外気制御 予冷予熱制御（外気カット）
開庁前の人がいない時間帯には外気
導入を停止する

あり あり あり

全熱交換器
主たる居室の空調機には、全熱交換器
を採用している

※あり - ※なし

送風量制御 VAV（変風量）制御 空調送風量を自動で制御する ※あり - ※あり

高効率照明器具 LED照明など 主たる照明を高効率器具を採用する
タスクアンビエント照明を基準

平均350lx＝3.5W/m2

タスクアンビエント照明を基準

平均350lx＝3.5W/m2 LED:平均750lx＝9.0W/㎡

在室検知制御
主たる事務室などは人の不在時には
自動で点滅・調光を行う

あり あり なし

タイムスケジュール制御
主たる室はあらかじめ設定された時
間に応じて自動で点滅・調光を行う

あり あり なし

初期照度補正制御
主たる事務室などは照明設置初期に
は自動で明るさを調整を行う

あり あり なし

明るさ検知制御
主たる室は明るさセンサーを設置し明
るさ検知制御を行う

あり あり なし

タスク・アンビエント照明
執務室、事務室には、個別の手元照明
を設置する LED：平均350lx＝3.5W/m2 LED：平均350lx＝3.5W/m2 なし

全熱交換器
主たる居室の外気導入には、全熱交換
器を採用する

あり あり あり

温度制御（電気室・機械室）
電気室・機械室の換気は、自動制御（温
度制御）を採用する

あり あり なし

スケジュール・人感センサー制御
トイレや倉庫などの換気は自動（スケ
ジュール）制御を採用する

なし なし なし

潜熱回収型
主たる給湯にはガス熱源の潜熱回収
型を設置する

0.89 0.89 0.89

ヒートポンプ給湯器
主たる給湯には電気熱源のヒートポン
プ給湯器を設置する

なし 1.11（エコキュート） なし

節湯器具 自動給湯栓など
トイレなどの手洗器には節湯器具を設
置する

あり あり あり

昇降機 速度制御
昇降機には速度制御が可能な機能を
採用する

VVVFなし VVVFなし 交流帰還制御

太陽光発電システム
気象条件および屋上の機器設置可能
面積の有無より判断※

あり（Nearly ZEB、『ZEB』） あり（Nearly ZEB、『ZEB』） なし

ZEB化技術・取り組み 入力値

分類 具体的な技術・取り組み

ポンプ制御

パッシ
ブ

手法

負荷を
元から断

つ
外皮性能の向上

高効率熱源機器

高断熱・高気密外皮

日射遮蔽

　※：空調方式が中央の場合に入力

照明制御

換気制御

給湯

高効率給湯器

再生可能エネルギー（創エネルギー）

アク
ティブ
手法

空調
（熱源設

備）
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(４) ZEB 設計のコスト算出方法 

●従来設計のコスト算出方法 

 従来設計のコストは、検討モデルの参考とした県有建築物の工事費をもとに算出している。新築に係る

工事費（外構含む）を対象とし、改修工事や検討モデルに反映されない用途（体育館など）の工事費は除い

た。また、太陽光発電パネルの工事費は、ZEB 設計で見込むものとして従来設計のコストからは除外した。 

表.3-3 に、各検討モデルと工事費算出の参考とした物件をまとめた。 

 

表.3-3 従来設計のコスト算出参考物件 

  
建物規模

（㎡） 
コスト算出参考物件 備考 

庁

舎 

1,000 須賀川土木事務所 

須賀川土木事務所は、Nearly ZEB 取得に向けて地中熱によ

る空調方式を採用しており、従来設計よりも仕様が高いため、

空調工事（機器、配管、ダクト）と換気工事（機器、ダクト）は、規

模の近い助産師学校の㎡単価を参考とした 

3,000 助産師学校 
平面図の参考とした白河合同庁舎は竣工から年月が経ってい

るため、助産師学校の㎡単価を参考 

10,000 福島県北庁舎 - 

学

校 

2,000 助産師学校 - 

8,000 伊達支援学校 - 

10,000 伊達支援学校 - 
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●ZEB 設計のコスト算出方法 

ZEB 設計の工事費は、モデル建物法において入力可能な項目を対象とした。表.3-2 の従来設計仕様と

同等である項目については、既に工事費に含まれているものとして算出対象外（高効率照明、全熱交換器

など）とした。 

各検討モデルと ZEB 設計における工事費の算出方法を表.3-4 に示す。 

 

表.3-4 ZEB 設計のコスト算出方法 

項目 算出方法 

断熱、窓ガラス 
各検討モデルの外壁面積およびガラス面積から、従来設計仕様と ZEB 設計仕様の差

額を算出し、従来設計の工事費の該当項目に乗じた 

空調機器 

（熱源機、室外

機） 

・庁舎 3,000 ㎡と学校 8,000 ㎡にて行った負荷計算から㎡負荷を算出し、基準負荷

とした 

・基準負荷をもとに、熱源機（室外機）の能力を算出し、従来設計仕様との工事費の比率

を該当項目に乗じた 

地中熱利用 

空調システム 
学校用途に採用した地中熱利用空調システムはメーカーヒアリングをもとに設定した 

BEMS 

・庁舎 1,000 ㎡、3,000 ㎡、学校 2,000 ㎡は、須賀川土木事務所の工事費を参考

とした 

・上記以外の検討モデルは、同規模の ZEB 化建築における工事費を、メーカーヒアリ

ングをもとに設定した 

照明制御 
モデル建物法の評価対象となる範囲に採用することとし、工事費は国土交通省の令和

4 年度新営単価を参考とした 

給湯設備 
・学校 3,000 ㎡の浴室用および学校 8,000 ㎡、10，000 ㎡の厨房用の給湯機はヒ

ートポンプ給湯機とし、従来設計仕様としたガス給湯器との差額を計上した 

太陽光発電 須賀川土木事務所に導入された太陽光発電パネルの㎡単価を参考とした 

 

 

●太陽光発電パネルの設置容量の考え方について 

 今回の試算では、ZEB Ready から Nearly ZEB、『ZEB』を達成するために、創エネルギーとして太

陽光発電パネルを設置している。ZEB の達成いかんにかかわらず、自己消費量に対する適切な太陽光発

電容量は条件により異なるが、太陽光発電の容量決定については以下の方法が考えられる。 

・屋根や敷地に設置可能な面積から容量を決定する 

・用途や面積ごとに契約電力の目安(図.3-2、3-3)から、発電量を決定する 

・休日（閉庁・閉校時）など最も使用電力が小さい日を最低限必要な電力量として容量を決定する  

・建物の自己消費に対して発電量が多い場合 

余剰分の発電量は蓄電池に貯めておき、防災対応や発電量が低いときに使用する 

近隣の施設へ電力融通する 
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図.3-2 延べ面積に対する契約電力（中学・大学） 

出典：2013.12 建築設備士 学校建築における竣工設備データをもとに作成 

 

 

図.3-3 延べ面積に対する契約電力（事務所） 

出典：2019.12 建築設備士 事務所建築における竣工設備データをもとに作成 

 

●諸経費、消費税について 

 諸経費については、本来であれば工期や直接工事費等により異なるが、助産師学校と伊達支援学校の

経費率を参考に、一律で 25％として計算した。消費税は 10％とした。 
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(５) 補助金活用によるコストの算出方法 

●補助金の検討について 

 ZEB化により、工事費の増大が懸念されるが、近年は補助金により工事費を抑えることが可能となってい

る。そこで、補助金の活用により、工事費がどの程度低減できるのか、庁舎 3,000 ㎡と学校 8,000 ㎡の検

討モデルを対象に試算を行った。 

 補助金活用による工事費の算出には、環境省などが事業主体となっている「レジリエンス強化型 ZEB 実

証事業（令和 3 年 6 月）」を参考に算出した。この補助金は、災害発生時における活動拠点となる公共性の

高い業務用施設を対象としており、本ガイドラインで対象とする庁舎と学校に適している。また、ZEB のラン

クごとに補助率が異なっており、補助上限も比較的高いことから選定した。 

 

●補助事業の対象工事について 

補助事業の対象工事費は、レジリエンス強化型 ZEB 実証事業の補助対象となる設備の工事費等を算

出した。なお、本補助金の目的として災害時のレジリエンス強化であることから、太陽光発電パネルと蓄電

池の設置は必須となる。 

表.3-5 に検討モデルでの ZEB 設計仕様のうち、補助対象とした項目を示す。 

 

表.3-５ 補助金対象として算出した工事 

項目 算出方法 

断熱、窓ガラス 屋根および外壁の断熱材、Low-E 複層ガラス 

空調 

 
室外機および、室外機と接続する配管類、室内機、ダクト類 

換気 全熱交換器および、全熱交換器と接続するダクト類 

給湯機 ヒートポンプ型給湯器（機器～カランまでの配管は対象外）（学校のみ） 

再エネ他 太陽光発電システム、蓄電システム、地中熱利用空調システム（学校のみ） 

受変電設備 高効率トランス（本体のみ） 

BEMS 自動制御機器含む、制御部、監視部、管理部すべて 

 

  



 

76 

 

●補助金の活用によるコスト算出 

 従来設計と補助金を活用した場合の ZEB 設計の工事費の比較を図.3-4 に示す。ZEB 設計とした場

合においても、補助金を有効活用することで県の持ち出し金額は従来設計の工事費と同等程度となった。 

 

 

 

図.3-4 従来設計と補助金活用による ZEB 設計の工事費比較 

  

100%

ZEB設計の工事費
（ZEB Ready）

従来設計の工事費

県の持ち出し
101％

県の持ち出し
100％

補助金支給10%
対象工事費の1/2

ZEB化に伴い増額となる工事費（補助金対象）

111%

ZEB設計の工事費
（Nearly ZEB）

県の持ち出し
101％

補助金支給14%
対象工事費の3/5

115%

従来設計のうち、補助金対象となる工事費

ZEB設計の工事費
（『ZEB』）

県の持ち出し
101％

補助金支給18%
対象工事費の2/3

119%
庁舎3000㎡

100%

ZEB設計の工事費
（ZEB Ready）

従来設計の工事費

県の持ち出し
103％

県の持ち出し
100％

補助金支給10%
対象工事費の1/2

113%

ZEB設計の工事費
（Nearly ZEB）

県の持ち出し
102％

補助金支給14%
対象工事費の3/5

116%

ZEB設計の工事費
（『ZEB』）

県の持ち出し
104％

補助金支給15%
対象工事費の2/3だ
が、補助上限を超えた
ため上限金額とする

119%
学校8000㎡

従来設計のうち、補助金対象外となる工事費

91%

9%

11%

91%

9%

15%

91%

9%

19%

92%

8%

13%

92%

8%

16%

92%

8%

19%



 

77 

(６) 補助金一覧 

 国では、2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、ZEB 化を促進するための各種補助金を創設し

ている。そのため、事業の特色や実施時期などを合わせて補助金の内容を確認する必要がる。表 3-6

に、建築物の省エネルギー化に係る主要な補助金を示す。 

なお、補助金の条件や補助率は変更となる場合があるため、確認する必要がある。 

表 3-6 建築物の省エネルギー化にかかわる補助金事業 

 

令和3年度現在の情報

サステナブル建築物等
先進事業

(省CO2先導型)

管轄 国土交通省 福島県

公募開始 6/3 6/3 4/11 ①4/19　②9/1 9/1 4月16日

公募終了 7/26 7/26 9/30 ①5/26　②10/7 10/13 7月30日

採択決定 8月下旬ごろ 8月下旬ごろ ①8/11　②未定 １２月 8月下旬

事業期間
(最大)

原則として単年度 原則として単年度 原則４年以内 原則11月末まで

概要

自立的にエネルギー供給
可能な災害時活動拠点
施設となるZEBを支援

ZEB実現に必要となる

省エネ、省CO2性の高い

システム・設備機器等の
導入費用の一部を支援

民間事業者等が行う既存
住宅・建築物の省エネル
ギー性能の表示に対し
て、国が省エネルギー診
断・表示に要する費用の
一部を支援

民間事業者等が行う省エ
ネルギー改修工事やバリ
アフリー改修工事に対
し、国が当該事業の実施
に要する費用の一部につ
いて支援

省エネ・省ＣＯ２に係る

先導的な技術の普及啓発
に寄与する住宅・建築物
のリーディングプロジェ
クトに対する支援

県内中小企業等を対象
に、省エネ設備への更新
等にかかる補助

対象

民間企業
地方公共団体

民間企業
地方公共団体

既存住宅・建築物の省エ
ネルギー性能の診断・表
示を行う建築主（建物所
有者）等

・民間事業者等
・ＥＳＣＯ事業者、リー
ス事業者、エネルギー
サービス事業者等

・民間事業者等
・ＥＳＣＯ事業者、リー
ス事業 者、エネルギー
サービス事業者等

・県内の中小企業等であ
る事業者
・省エネ設備の導入等を
行う建物及び設備を所有
・事業実施年度を含む２
年間、「福島議定書」事
業に参加し、「みんなで
エコチャレンジ」事業に
協力する者

申請条件な
ど

・水害等の災害時におけ
る電源確保等に配慮され
た設計であること
・災害発生に伴う長期の
停電時においても、施設
内にエネルギー供給を行
うことができる再エネ設
備等を導入すること
・省エネ型の第一種換気
設備を導入すること
・需要側設備等を通信・
制御する機器を導入する
こと

業務用建築物において、
ZEBの実現に必要な省

エネ・省CO2性の高いシ

ステムや高性能設備機器
等を導入する事業

・延床 300 ㎡以上の既
存住宅・建築物

・躯体（外皮）の省エネ改
修を行うものであるこ
と。(既存オフィスビルな
ど)

・材料、設備、設計、運用
システム等において、

CO2の削減、健康、災害

時の継続性、少子化対策
等に寄与する先導的な技
術が導入されるものであ
ること

・ 福島県内に位置するも
の
・ 省エネアドバイザーの
助言に基づいて省エネ設
備の更新を行うもの

【対象機器】
（１）　高効率照明
（２）　空調設備
（３）　電気冷蔵庫・冷凍
庫
（４）　ＢＥＭＳ

補助率

• 『ZEB』・・・2/3
• Nearly ZEB ・・・3/5
• ZEB Ready ・・・1/2
上限5億円
（延床2,000㎡未満は3
億円）

• 『ZEB』・・・ 3/5
• Nearly ZEB・・・1/2
• ZEB Ready・・・1/3
（延床2,000㎡以上の建
築物）
• ZEB Oriented・・・
1/3
上限5億円
（延床2,000㎡未満は3
億円）

1/3 1/3
上限5,000万円（設備改
修は2,500万円）

1/2
上限原則５億円

【県内】
１/3
上限80万（ＢＥＭＳ併設
の場合１００万円）
【県内の地球温暖化対策
推進法に定める地方公共
団体実行計画（区域施策
編）策定市町村等】
１/2
上限100万

福島県事業者向け
省エネルギー対策
推進事業補助金

レジリエンス強化型
ZEB実証事業

ZEB実現に向けた
先進的省エネルギー建築

物実証事業

名称

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業 既存建築物省エネ化推進事業

省エネルギー性能の診
断・表示に対する支援

建築物の改修工事
一般部門

・中小規模建築物部門

経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業 国土交通省

原則として当該年度に事業が完了
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(7) 検討モデル平面図 

 検討モデルの平面図を図.3-5～3-10 に示す。 
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図.3-5 庁舎（1,000 ㎡）検討モデル 平面図 
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図.3-6 庁舎モデル（3,000 ㎡）検討モデル 平面図 
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図.3-7 庁舎（10,000 ㎡）検討モデル 平面図 
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図.3-8 学校（２,000 ㎡）検討モデル 平面図 
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図.3-9 学校（８,000 ㎡）検討モデル 平面図 
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図.3-10 学校（１０,000 ㎡）検討モデル 平面図 

  



 

84 

 

 




